
　
【表紙】

【提出書類】 半期報告書

【提出先】 北海道財務局長

【提出日】 平成20年６月26日

【中間会計期間】 第11期中（自　平成19年10月１日　至　平成20年３月31日）

【会社名】 株式会社オープンループ

【英訳名】 Open Loop Inc.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　駒井　滋

【本店の所在の場所】 北海道札幌市中央区北一条西三丁目２番地

【電話番号】 011(219)7630

【事務連絡者氏名】 取締役経営管理本部長　　原　一郎

【最寄りの連絡場所】 東京都新宿区新宿四丁目３番17号

【電話番号】 (03)5368-3894

【事務連絡者氏名】 取締役経営管理本部長　　原　一郎

【縦覧に供する場所】 株式会社オープンループ東京支社

（東京都新宿区新宿四丁目３番17号）

株式会社大阪証券取引所

（大阪市中央区北浜一丁目８番16号）

　

EDINET提出書類

株式会社オープンループ(E05171)

半期報告書

 1/81



第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

　

回次 第９期中 第10期中 第11期中 第９期 第10期

会計期間

自平成17年
　10月１日
至平成18年
　３月31日

自平成18年
　10月１日
至平成19年
　３月31日

自平成19年
　10月１日
至平成20年
　３月31日

自平成17年
　10月１日
至平成18年
　９月30日

自平成18年
　10月１日
至平成19年
　９月30日

売上高 (千円) 2,476,0992,899,5593,350,0145,002,0345,817,737

経常損失 (千円) 332,509 5,155 114,496 480,952 48,897

中間(当期)純利益又は
中間(当期)純損失(△)

(千円) 698,269△337,784△258,883 462,656△602,815

純資産額 (千円) 3,277,2373,235,0042,735,7763,473,7082,958,177

総資産額 (千円) 3,999,9803,779,4873,227,9684,087,3223,613,660

１株当たり純資産額 (円) 41,682.9935,438.3730,086.4740,086.2332,448.91

１株当たり中間(当期)
純利益金額又は中間
(当期)純損失金額(△)

(円) 9,305.13△3,923.66△2,923.585,797.30△6,903.28

潜在株式調整後
１株当たり中間
(当期)純利益金額

(円) 9,251.63 ― ― 5,788.73 ―

自己資本比率 (％) 81.9 83.0 82.5 84.4 79.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △348,945△23,289△392,579△624,094 85,351

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,229,077△1,113,678△55,329 997,200△407,077

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 77,548 142,491△30,000 447,328 113,069

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(千円) 2,560,4911,428,7671,736,6792,423,2442,214,588

従業員数
[外、平均臨時雇用者数]

(名)
148
[50]

136
[36]

135
[41]

155
[48]

128
[39]

(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第10期中、第10期及び第11期中の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式は

存在するものの１株当たり中間（当期）純損失が計上されているため記載しておりません。

３．第９期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しております。
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(2）提出会社の経営指標等

　

回次 第９期中 第10期中 第11期中 第９期 第10期

会計期間

自平成17年
　10月１日
至平成18年
　３月31日

自平成18年
　10月１日
至平成19年
　３月31日

自平成19年
　10月１日
至平成20年
　３月31日

自平成17年
　10月１日
至平成18年
　９月30日

自平成18年
　10月１日
至平成19年
　９月30日

売上高 (千円) 2,206,6061,762,685326,4604,524,1592,083,745

経常利益又は
経常損失(△)

(千円) △332,879 △166 106,251△449,694 120,565

中間(当期)純利益又は
中間(当期)純損失(△)

(千円) 676,969△365,681△54,104 484,944△383,667

資本金 (千円) 4,570,7891,050,1151,050,1154,770,9921,050,115

発行済株式総数 (株) 80,924 90,852 90,852 88,321 90,852

純資産額 (千円) 3,266,0323,169,2343,154,0303,505,4913,156,827

総資産額 (千円) 3,755,7523,422,7583,781,9823,950,4883,322,854

１株当たり純資産額 (円) 41,540.4835,479.7735,251.9240,455.7135,294.94

１株当たり中間(当期)
純利益金額又は中間
(当期)純損失金額(△)

(円) 9,021.29△4,247.71△611.00 6,076.57△4,393.66

潜在株式調整後
１株当たり
中間(当期)純利益金額

(円) 8,969.42 ― ― 6,067.59 ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 87.0 91.8 82.5 88.1 94.1

従業員数
[外、平均臨時雇用者数]

(名)
135
[44]

34
[23]

25
[ 1]

144
[46]

27
[12]

(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第10期中、第10期及び第11期中の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式は

存在するものの１株当たり中間（当期）純損失が計上されているため記載しておりません。

３．第９期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しております。
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２ 【事業の内容】

当社グループは、㈱オープンループ(以下 当社)、連結子会社９社及び持分法非適用関連会社１社より構

成されております。

当社グループは、前連結会計年度において持株会社体制へと移行し、当社は持株会社としてグループ戦略

立案とその遂行管理に特化する一方、連結子会社各社において専門的展開を図っております。

当中間連結会計期間における各事業の種類別セグメントの事業内容の変更と主要な関係会社の異動は概

ね次のとおりであります。

＜ＩＴセキュリティ事業＞

主な事業内容の異動はありません。

＜ゼネラルアウトソーシング事業＞

主な事業内容の異動はありません。前連結会計年度において設立されたメディ・メサイア㈱は、当中間連

結会計期間において当社が所有する株式を全株売却致しました。

＜セールスアウトソーシング事業＞

主な事業内容の異動はありません。

＜その他の事業＞

主な事業内容の異動はありません。なお当中間連結会計期間において、その他の事業での売上は発生して

おりません。

　

当社グループは有料職業紹介事業者及び一般労働者派遣事業者として、厚生労働大臣の許可を受けてお

ります。当中間連結会計期間末において当社グループが保有している許可番号及び有効期限は下記の通り

です。

　

許可の名称 所轄官庁 取得者名 許可番号 取得年月 有効期限

有料職業紹介
事業許可 

厚生労働省

㈱オープンループ  01-ユ-300068 平成16年２月  平成23年５月 

㈱オープンループパート
ナーズ 

 13-ユ-301936 平成19年２月  平成22年１月

㈱トラスト・エスピー・
キューブ 

 13-ユ-300456 平成17年２月  平成25年１月

㈱アスペイワーク  13-ユ-302020 平成19年３月  平成22年２月

一般労働者派
遣事業許可

厚生労働省

㈱オープンループ  般01-230060 平成15年６月  平成24年２月

㈱オープンループパート
ナーズ

 般13-302403 平成19年２月  平成22年１月

㈱トラスト・エスピー・
キューブ

 般13-080607 平成15年６月  平成23年10月

㈱アスペイワーク  般13-301927 平成18年８月  平成21年７月
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３ 【関係会社の状況】

当中間連結会計期間において連結子会社であったメディ・メサイア㈱は当社が所有する株式をすべて売

却したため、子会社ではなくなりました。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

平成20年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名）

ＩＴセキュリティ事業 1　[―]

ヒューマン
リソーシズ
事業

ゼネラルアウトソーシング事業 　61　[20]

セールスアウトソーシング事業  48　[20]

その他の事業 ―　[―]

全社（共通） 25　[ 1]

合計 135　[41]

(注) １．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は［　］内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。

２．全社（共通）は、人事、総務及び経理等の管理部門の従業員であります。

　

(2）提出会社の状況

平成20年３月31日現在

従業員数（名） 25　[ 1]

(注)　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は［　］内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。

　

(3）労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1）業績

当中間連結会計期間(平成19年10月１日～平成20年３月31日)におけるわが国経済は、原油価格上昇・

サブプライムローン問題等を背景とする米国経済の下振れリスクや、改正建築基準法施行後の住宅建設

の減少等不安定要因を抱え、先行き不透明感の強い状況が続いております。雇用情勢については、厳しさ

が残るなか、改善傾向に足踏みが見られます。

　人材派遣業界においては、企業からの需要は堅調に推移しているものの、正社員化促進の流れや少子高

齢化の進展もあり、人材の募集及び確保に要する費用も増加しております。

　当社グループは、ヒューマンリソーシズ事業においては、雇用側の要望とスタッフ側のニーズとの適切

なマッチングを図るという派遣事業の基本に立ち返った事業展開を図りました。当社グループの主力と

なる連結子会社である㈱オープンループパートナーズにおいては、平成19年11月に全国19支店目となる

千葉支店を新たに開設し、平成19年12月には本社研修センターの拡張を行いました。コールセンター向け

に専門性を強化した人材派遣事業を行う連結子会社である㈱アスペイワークにおいては、開業２年目を

迎え、事業規模の拡大を続けております。

　また、人材派遣事業の分野においては、法令違反が発覚した大手企業に対して業務停止処分が下される

など、企業は社会的責任を果たすため、コンプライアンス対応がより一層求められてきております。この

ような背景を踏まえ、当社グループは当中間連結会計期間において、コンプライアンス面での幅広い見識

を有する外部専門家を特別顧問に招聘し、更に、監査役会からの要請に基づき、コンプライアンス機能の

強化、経営の透明性及び健全性を推進・確保することを目的とし、コンプライアンス委員会を設置し、適

正な事業展開の確保に努めております。

　ＩＴセキュリティ事業においては、引続き収益性を重視しつつ厳選した案件への取り組みを進めており

ます。

　こうした取り組みの結果、当中間連結会計期間における連結売上高は、3,350百万円（前中間連結会計期

間比15.5％増、450百万円の増加）となりました。売上総利益は856百万円（同4.5％増、36百万円の増加）

となりましたが、販売費及び一般管理費が975百万円（同17.3％増、143百万円の増加）となり、営業損失

119百万円（前中間連結会計期間は営業損失11百万円）、経常損失114百万円（前中間連結会計期間は経

常損失5百万円）を計上致しました。

増収は図られたものの、スタッフ人件費、募集費、賃借料等事業展開に伴う営業費用の増加を吸収するに

至らず、営業損失及び経常損失の計上に留まりました。

　当社は、平成20年３月31日に証券投資信託の償還を受けたことにより、償還金額と取得原価との差額と

して、投資有価証券売却損159百万円を特別損失として計上致しました。この結果、当中間連結会計期間の

中間純損失は、258百万円（前中間連結会計期間の中間純損失は337百万円）となりました。

事業の種類別セグメントで見た売上高（売上高構成比）は、ＩＴセキュリティ事業が19百万円

（0.6％）、ヒューマンリソーシズ事業については、ゼネラルアウトソーシング事業が1,638百万円

（48.9％）、セールスアウトソーシング事業が1,691百万円（50.5％）となりました。
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［参考]四半期毎の業績推移

　
第１四半期連結会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成19年12月31日)

第２四半期連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年３月31日)

金額（百万円） 百分比（％） 金額（百万円） 百分比（％）

売上高 1,614 100.0 1,735 100.0

営業損失 94 △5.9 24 △1.4

経常損失 93 △5.8 20 △1.2

　

事業の種類別セグメントの業績は、以下のとおりとなっております。

　

①　ＩＴセキュリティ事業

ＩＴセキュリティ事業は、㈱オープンループパートナーズＩＴセキュリティ本部及び連結子会社で

ある㈱ヒバライバンクにおいて展開されております。

　売上高は、前中間連結会計期間比29.1％減の19百万円となり、営業利益は、前中間連結会計期間比

76.0％減の２百万円となりました。

　㈱オープンループパートナーズＩＴセキュリティ本部においては、セキュリティ製品のライセンス販

売及びコンサルティング売上を計上するとともに、経費の削減を進め、部門損益の黒字化を達成してお

ります。

　また、㈱ヒバライバンクにおいては、「hibarai Engine」販売におけるパートナーとの提携を進め、新

規案件の受注・納品を進めております。

②　ヒューマンリソーシズ事業（ゼネラルアウトソーシング事業及びセールスアウトソーシング事業）

ヒューマンリソーシズ事業は、㈱オープンループパートナーズヒューマンリソーシズ本部及びいず

れも連結子会社である㈱トラスト・エスピー・キューブ、㈱アスペイワーク並びに㈱トップランダー

において展開されております。

　㈱オープンループパートナーズヒューマンリソーシズ本部においては、フードサービス、ロジスティ

クス（物流）、セールスプロモーションを事業分野とするゼネラルアウトソーシング事業と、ＣＲＭ

（コールセンター業務等の運営受託）を事業分野とするセールスアウトソーシング事業から構成され

る総合人材サービスを展開しております。

　㈱トラスト・エスピー・キューブにおいては、セールスプロモーション関連業務を中心とした人材ビ

ジネスを展開しております。㈱アスペイワークは、テレマーケティング事業を行う顧客に対して、給与

翌日銀行振込システムの活用とスタッフの専門性強化を特色とする人材派遣業を展開しております。

㈱トップランダーにおいては、建設業免許を取得し、建設業界向け事業を行っております。

　当中間連結会計期間においては、経営資源の再配分に目処がつき、人材派遣への旺盛な需要を背景の

もと再びの成長に向けた積極的な拠点展開を行いました。

　ゼネラルアウトソーシング事業における売上高は前中間連結会計期間比6.2％増の1,638百万円、営業

利益は前中間連結会計期間比78.4％減の50百万円となりました。スタッフ確保が課題であるものの、新

規開設支店の柏支店、千葉支店を中心にロジスティクス事業が受注規模を拡大。その他、フードサービ

ス・ストアサービス等の案件獲得が期を通じて進み、売上高は順調に増加しました。

　セールスアウトソーシング事業における売上高は前中間連結会計期間比27.3％増の1,691百万円、営

業利益は前中間連結会計期間比4.2％減の68百万円となりました。これまで進めてきた地方拠点での顧

客基盤の獲得に加え、関東近郊においても営業戦略を強化することで顧客数を拡大し、安定的な受注の

獲得が可能となり、売上高が拡大致しました。
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　その他の事業は、当中間連結会計期間において売上は発生しておりません。

(2）財政状態

当中間連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末より385百万円減少し3,227百万円となってお

ります。現金及び預金が826百万円減少し1,278百万円となったこと等から、流動資産は299百万円減少

し2,730百万円となりました。一方、投資その他の資産が105百万円減少し425百万円となったこと等か

ら、固定資産は86百万円減少し497百万円となっております。

　負債合計は163百万円減少し492百万円となっております。流動負債は161百万円減少し490百万円とな

り、固定負債は2百万円減少し1百万円となっております。

　純資産合計は222百万円減少し2,735百万円となっております。資本金は1,050百万円、資本剰余金は

2,889百万円といずれも前連結会計年度末と同額となっておりますが、利益剰余金について、中間純損

失258百万円の計上により、マイナス残高が前連結会計年度末の△637百万円から258百万円増加し△

896百万円となりました。自己株式は前連結会計年度末と同額の360百万円となっております。　

　自己資本比率は前連結会計年度末の79.5％から3.0ポイント増加し、82.5％となっております。

EDINET提出書類

株式会社オープンループ(E05171)

半期報告書

 8/81



(3）キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は、前連結会計年

度末に対して477百万円減少し、1,736百万円となりました。これは営業活動により392百万円、投資活動に

より55百万円、財務活動により30百万円、それぞれ使用したことによるものです。

明細は以下のとおりです。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果使用した資金は392百万円（前中間連結会計期間は23百万円の資金の使用）となりま

した。

　増加要因として投資有価証券売却損159百万円等の非資金損益項目があったものの、減少要因として、税

金等調整前中間純損失258百万円、前連結会計年度に計上した安全協力費返還引当金のうち93百万円を目

的使用したこと及び売上債権の増加額171百万円等があったことによるものです。　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果使用した資金は55百万円（前中間連結会計期間は1,113百万円の資金の使用）となり

ました。

　増加要因として貸付金の回収による収入42百万円、メディ・メサイア㈱の株式を売却したことによる連

結範囲の変更を伴う子会社の売却による収入13百万円等があったものの、減少要因として、定期預金の預

入による支出61百万円、貸付による支出30百万円、無形固定資産の取得による支出16百万円等があったこ

とによるものです。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果使用した資金は30百万円（前中間連結会計期間は142百万円の資金の獲得）となりま

した。これは社債の償還による支出であります。

　営業活動によるキャッシュ・フローに投資活動によるキャッシュ・フローを加算したフリー・キャッ

シュ・フローは、前中間連結会計期間においては△1,136百万円、当中間連結会計期間は△447百万円と

なっております。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

当社のＩＴセキュリティ事業における制作作業は受注生産であり、その制作期間も短いため現在のと

ころ生産実績は販売実績とほぼ一致しております。従って生産実績に関しては販売実績の欄を参照して

下さい。

また、ゼネラルアウトソーシング事業、セールスアウトソーシング事業及びその他の事業では生産活動

を行っておりません。

　

(2）受注実績

当中間連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。
　

事業の種類別セグメントの名称 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

ＩＴセキュリティ事業 19,546 △29.1 ─ ─

合計 19,546 △29.1 ─ ─

(注) １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
２．ゼネラルアウトソーシング事業においては、前日ないし前々日に受注することが多く、受注から売上計上まで
の期間が極めて短いこと、また、セールスアウトソーシング事業については、受注時の業務量がその後の顧客
の要望に合わせて変更されることが多いことにより受注規模を金額で示すことはしておりません。その他の
事業では投資事業等を行っておりますが事業の特質により受注実績はありません。

　

(3）販売実績

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。
　

事業の種類別セグメントの名称 販売高（千円） 前年同期比（％）

ＩＴセキュリティ事業 19,546 △29.1

ヒューマン
リソーシズ
事業

ゼネラルアウトソーシング事業 1,638,870 6.2

セールスアウトソーシング事業 1,691,597 27.3

その他の事業 ─ ─

合計 3,350,014 15.5

(注) １．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先

前中間連結会計期間
自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日

当中間連結会計期間
自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日

販売高（千円） 割合（％） 販売高（千円） 割合（％）

㈱もしもしホットライン 438,188 15.1 711,168 21.2

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

EDINET提出書類

株式会社オープンループ(E05171)

半期報告書

10/81



３ 【対処すべき課題】

（本業集中による企業価値の最大化)

中長期的な会社の経営戦略として、当社グループは、自社の強みを生かし、経営資源を主たる事業に集中

することで、経営体質の改善と強化を進め、企業価値の最大化を図ります。

　収益性判断の徹底とコスト構造の改革を進め、経営資源の再配分と効率的なオペレーション体制の確立に

より、営業力を強化するとともに、顧客基盤の再構築を図り、売上高の増加を伴う利益体質の実現を目指し

て参ります。

　採算ベースに達せずかつ将来的にも採算化が見込み難い案件・事業においては、“製品群の峻別”及び“

不採算事業の再編”を、引き続き実施して参ります。

　経営管理のプロセスについては、毎週開催される経営会議、毎月開催される人材事業戦略会議等の場にお

いて、報告される項目・数値の徹底的な検証を通じて、目標達成に向けた現場へのフィードバックを実施し

ております。

　こうした過程を通じて各自のスキルアップ、人材育成、目標達成環境の整備を図るとともに、客観的かつ公

明正大な評価基準の設定による働きがいのある環境づくりに努めております。　

　グループ子会社が、自らの担当分野となる営業活動に完全に集中できる体制作りを強化し、企業グループ

全体の経営効率の向上及び業容の拡大を図って参ります。また、今後とも聖域を設けることなく、グループ

全体において更なるコスト管理の徹底を図って参ります。

(主要業務別の課題)

[ヒューマンリソーシズ事業]

・ウェブ及びモバイルによる募集機能の高度化による、募集活動の費用対効果の向上

・キャスティング業務の効率化(「カスタマーデータセンター室」の機能強化）

・採算性の観点から、柔軟に新規出店及び統廃合等の出店施策を検討・実施

・セールスアウトソーシング事業においては、ＣＲＭ関連案件の大口・包括案件受注に注力

・ゼネラルアウトソーシング事業においては、新規顧客開拓と既存顧客向けクロスセルを推進

・業態別分社化推進による専門性強化

・給与翌日銀行振込システムを高度化する基幹システムの更新

[ＩＴセキュリティ事業]

・ＩＴコンサルティング・技術者派遣業務の運営安定化

[財務戦略]

安定的な財務基盤の確立を踏まえ、資金の集中管理、資産構成の健全化、投資収益率の向上を進めて参り

ます。なお、投資事業等への取り組みについては、案件を厳密に精査し、主たる事業とのシナジー効果が見込

まれないものへの出資は行わないものと致します。　

　資本政策面においては、収益回復を確実なものとした上で、将来性のある安定的な事業運営を行い、株主の

皆様の理解が得られるよう、株主価値を向上させて参ります。

　管理体制面においては、個人情報・顧客情報・機密情報等の管理を徹底するため、グループ役職員及びス

タッフに対して、研修や会議等を通じたコンプライアンス（法令遵守）の強化を図って参ります。また、平

成20年４月以降に開始する事業年度から適用される内部統制報告書制度を展望し、平成18年５月に発表し、

本年５月に改定した会社法に基づく「内部統制システム構築の基本方針」のもと、上場企業に求められる

適切な評価・検証機能を有する内部統制システムの確立と強化に努めて参ります。

　以上の総合的実施により、安定した収益基盤の確立を図って参ります。

　

(株式会社の支配に関する基本方針について)
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１．会社の支配に関する基本方針の内容

　当社取締役会は、株主の皆様が特定の者の大規模買付行為に応じて当社株式の売却を選択されるか否か

は、最終的には各株主の皆様の判断に委ねられるべきものであると考えます。よって、大規模買付行為がな

されたときに、大規模買付者の提示する当社株式の対価、あるいは買付行為の妥当性について株主の皆様が

短期間で適切に判断するため、大規模買付者から以下の情報が、適切かつ十分に提供されることは当社株式

の継続保有を検討するうえで重要な判断材料であると考えます。

（1）大規模買付行為が当社に与える影響

（2）大規模買付者が当社経営に参画したときの経営方針や事業計画

（3）当社の従業員を含むステークホルダーに対する方針等

　同様に、当該大規模買付行為についての当社取締役会の意見も、当社株主の皆様にとっては重要な判断材

料となることに鑑み、当社取締役会は、当該情報が提供された後、大規模買付行為に対する当社取締役会と

しての意見形成のため、弁護士、公認会計士等の外部専門家等に助言を仰ぎながら慎重に検討し公表致しま

す。さらに、当社取締役会の判断により、大規模買付者との交渉内容や当社取締役会としての株主の皆様に

対する代替案の提示も行います。上記のプロセスを経ることにより、当社株主の皆様は、当社取締役会の意

見及び、大規模買付者の提案と、当社代替案が提示された場合にはその代替案を検討することが可能とな

り、大規模買付行為に応じて当社株式の売却の応否を適切に決定する機会を与えられることとなります。

２．基本方針実現のための具体的な取組み

　当社は、中期的な会社の経営戦略として、当社グループの主たる事業である人材アウトソーシング事業に

経営資源を集中させ、ＩＴセキュリティ事業においては、採算を重視した取組みを行って参ります。主たる

事業に集中することで、経営体質の改善と強化を進め、企業価値の最大化を図ります。こうした中で、当社取

締役会は、株主共同の利益を確保するため、大規模買付者の提案内容、当社取締役会の意見、代替案及び交渉

・協議等の内容を株主の皆様に提供していくため「企業価値向上のための買収防衛策としての情報開示

ルール」(以下「本ルール」といいます。) を導入することと致しました。

（本ルールの内容）

(１) 大規模買付行為

　当社の発行する株券等を買い付ける者のうち、本ルールを遵守すべき対象となる者は、次の①②のいずれ

か、又は双方に該当する者とします。

①当該者を含む株主グループ（以下「大規模買付者グループ」といいます）の議決権割合を20%以上とす

ることを目的とする買付行為（以下「大規模買付行為」といいます）を行おうとする者（以下「大規模買

付者」といいます）。

②当該買付けの結果、大規模買付者グループの議決権割合が20%以上となる大規模買付行為を行おうとする

者。

(２) 大規模買付者による必要情報の提供

①大規模買付者には、大規模買付行為を開始する前に、当社に対し以下の事項を記した意向表明書を提出し

ていただきます。

（ア） 買付者等及びそのグループの詳細（具体的名称、資本構成、財務内容等を含みます。）

（イ） 買付等の目的、方法及び内容（買付等の対価の価額・種類、買付等の時期、関連する取引の仕組み、

買付等の方法の適法性、買付等の実行の蓋然性等を含みます。）

（ウ） 買付等の価額の算定根拠（算定の前提となる事実・仮定、算定方法、算定に用いた数値情報並びに

買付等に係る一連の取引により生じることが予想されるシナジーの内容、そのうち少数株主に対して分配

されるシナジーの内容を含みます。）

（エ） 買付等の資金の裏づけ（資金の提供者〔実質的提供者を含みます。〕の具体的名称、調達方法、関連
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する取引の内容を含みます。）

（オ） 買付等の後の当社グループの経営方針、事業計画、資本政策及び配当政策

（カ） 買付等の後における当社の従業員、取引先、顧客その他の当社に係る利害関係者の処遇方針

②当社取締役会は、大規模買付者から提出を受けた意向表明書受領後10営業日以内に、大規模買付者に対

し、当社取締役会が大規模買付者の行為が当社の企業価値または株主共同の利益を低下させる買収に該当

するか否かを判断するために必要と考える情報（以下これらを「必要情報」といいます。）の提供を要請

し、大規模買付者から提供された情報が十分ではないと考えた場合、大規模買付者に対して、再度、必要情報

の提供を要請します。

③当社取締役会は、大規模買付者から意向表明書が提出された事実、及びその内容が、当社株主の皆様に判

断いただくために必要であると判断した場合、その全部または一部を開示します。

(３) 当社取締役会による検討

　当社取締役会による検討期間は、大規模買付者から必要情報の提供を受けた日から起算して90日以内の期

間とし、当社取締役会の判断により、必要があると判断した場合、延長期間と延長理由を開示したうえで、30

日を上限としてこの期間を延長することができます。（以下「検討期間」といいます。）

　当社取締役会は、外部専門家に助言を仰ぎ、当社取締役会としての意見を取りまとめ、公表します。大規模

買付行為は、当社取締役会の当該公表後にのみ大規模買付行為を開始することができるものとします。

　当社が、90日と検討期間を定めているのは、当社の営む主要事業が、人材アウトソーシング事業という多様

なステークホルダー、特に人材を供給している企業様の業務に与える影響、及び派遣社員を含めた当社雇用

の非正規従業員の生活に多大な影響を与えること等によるものです。

　当社取締役会は、必要に応じ大規模買付者と大規模買付行為に関する条件等について交渉を行い、当社取

締役会として株主の皆様に対する代替案の提示を行うことがあります。

(４) 本ルールの適用例外

　当社取締役会は、上記(３)の検討期間の開始または終了の有無を問わず、大規模買付者による大規模買付

行為が当社の企業価値または株主共同の利益を低下させる大規模買付に該当しないと判断した場合、以後

本ルールを適用せず、また、対抗措置を発動しない旨を直ちに決議し、当社取締役会の判断により公表しま

す。

（大規模買付行為がなされた場合の対応方針）

①大規模買付者が本ルールを遵守しなかった場合

　当社取締役会は、大規模買付者が本ルールを遵守しなかった場合、会社法、金融商品取引法、その他関連法

令及び当社定款を遵守し、大規模買付者の買付手段及び当社の状況に応じ最も適切と判断した対抗措置を

発動します。

②大規模買付者が本ルールを遵守している場合

　当社取締役会は、大規模買付者が本ルールを遵守している場合には、大規模買付行為に対する対抗措置を

発動しません。但し、当該大規模買付行為が当社の企業価値または株主共同の利益を著しく低下させると合

理的に判断される以下の（ア）から（オ）のいずれかの場合には、前記①と同様の対抗措置を発動するこ

とがあります。

(ア) 株式等を買い占め、その株式等につき当社に対して高値で買取りを要求する行為

(イ) 当社の経営を一時的に支配して、当社グループの重要な資産等を廉価に取得する等、当社の犠牲の下

に買付者等の利益を実現する経営を行うような行為

(ウ) 当社グループの資産を買付者等やそのグループ会社等の債務の担保や弁済原資として流用する行為

(エ) 当社の経営を一時的に支配して、当社グループの事業に当面関係していない高額資産等を処分させ、

その処分利益をもって、一時的な高配当をさせるか、一時的高配当による株価の急上昇の機会を狙って高値
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で売り抜ける行為

(オ）その他、当社の企業価値及び株主共同の利益を著しく低下させると合理的に判断される場合

（株主の皆様・流通市場への影響）

　前記記載の要件のいずれかに該当する場合には、当社取締役会は、株主共同の利益を守ることを目的とし

て、対抗措置をとることがありますが、当該対抗措置の仕組上当社株主の皆様（大規模買付者を除きま

す。）が法的権利または経済的側面において格別の損失を被るような事態が生じることは想定しておりま

せん。当社取締役会が具体的対抗措置をとることを決定した場合には、法令及び金融商品取引所の規則等に

従って、適時適切な開示を行います。

３．上記取組みについての取締役会の判断

　当社は、企業価値を安定的かつ持続的に向上させていくことこそが株主共同の利益の向上のために最優先

されるべき課題であると考え、上記取組みを行って参ります。そして、これらの取組みの実施を通じて当社

の企業価値・株主共同の利益を向上させ、それを当社の株式の価値に適正に反映させていくことができる

と判断しております。当該取組みは、大規模買付提案やこれに類似する行為がなされた際に、当該買付け等

に応じるべきか否かの判断材料となるよう、平素より適正なる企業運営や適切な情報の開示に努めるもの

であります。その最終的な判断が株主の皆様の意思に委ねられていることから、提出会社の企業価値ひいて

は株主共同の利益を確保し向上させるという目的に合致するものであり、提出会社の会社役員の地位の維

持を目的とするものではありません。

　

４ 【経営上の重要な契約等】

　

（業務資本提携契約の解約）

　当社は平成19年１月16日に㈱アスクレピオス及び同社の子会社である㈱アスクレピオス・ヒューマン・

リソーシスとの間で業務資本提携契約を締結したことにより、共同出資子会社㈱オープンループ・アスク

レピオス（平成19年７月にメディ・メサイア㈱に商号変更）を設立し、㈱アスクレピオス・ヒューマン・

リソーシスは当社株式5,000株を取得しました。 

　しかし、その後の事業環境の変化等により改めて検討がなされ、㈱アスクレピオス・ヒューマン・リソー

シスは当社株式を全株売却し、当社は、当社所有のメディ・メサイア㈱の株式を全株売却することとなり、

当中間連結会計期間において資本提携契約は解消いたしました。 

　メディ・メサイア㈱につきましては、当社の子会社でなくなった後、解散することが決定したため業務提

携契約につきましても終了致しました。

　

５ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

１ 【主要な設備の状況】

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

２ 【設備の新設、除却等の計画】

当中間連結会計期間において新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 350,000

計 350,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(平成20年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年６月26日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 90,852 90,852
㈱大阪証券取引所
ニッポン・ニュー・マー
ケット―「ヘラクレス」

―

計 90,852 90,852 ― ―

(注)　提出日現在の発行数には平成20年６月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された

株式数は含まれておりません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

①　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権

（平成14年12月17日定時株主総会決議）

平成15年６月６日発行の新株予約権につきましては、行使期間が平成20年１月31日に終了しまし

た。

　

（平成15年12月17日定時株主総会決議）

(イ)

（平成16年２月27日発行）
中間会計期間末現在
(平成20年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

新株予約権の数  3,199個 3,199個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 3,199株 3,199株

新株予約権の行使時の払込金額 １株につき　154,000円 同左

新株予約権の行使期間
平成18年１月１日から
平成25年12月31日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価額及び資本組入額

１株につき
発行価額　　154,000円
資本組入額　 77,000円

同左

新株予約権の行使の条件

各新株予約権の一部行使はで
きない。対象者が死亡した場
合には、新株予約権の相続は
認められないものとする。
退任及び退職の場合の取扱
い、その他の権利行使条件に
ついては、平成15年12月17日
開催の株主総会決議およびそ
の後の取締役会決議に基づ
き、当社が対象者との間で締
結する新株予約権付与契約に
おいて定めるものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡、質入れそ
の他一切の処分は取締役会の
承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

― ―
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(ロ)

（平成16年12月14日発行）
中間会計期間末現在
(平成20年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

新株予約権の数 773個 753個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 773株 753株

新株予約権の行使時の払込金額 １株につき　161,800円 同左

新株予約権の行使期間
平成18年１月１日から
平成25年12月31日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価額及び資本組入額

１株につき
発行価額　　161,800円
資本組入額　 80,900円

同左

新株予約権の行使の条件

各新株予約権の一部行使はで
きない。対象者が死亡した場
合には、新株予約権の相続は
認められないものとする。
退任及び退職の場合の取扱
い、その他の権利行使条件に
ついては、平成15年12月17日
開催の株主総会決議およびそ
の後の取締役会決議に基づ
き、当社が対象者との間で締
結する新株予約権付与契約に
おいて定めるものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡、質入れそ
の他一切の処分は取締役会の
承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

― ―

　

（平成16年12月17日定時株主総会決議）

（平成17年２月８日発行）
中間会計期間末現在
(平成20年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

新株予約権の数 2,840個 2,805個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 2,840株 2,805株

新株予約権の行使時の払込金額 １株につき　205,000円 同左

新株予約権の行使期間
平成17年２月９日から
平成26年12月16日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価額及び資本組入額

１株につき
発行価額　　205,000円
資本組入額　102,500円

同左

新株予約権の行使の条件

各新株予約権の一部行使はで
きない。対象者が死亡した場
合には、新株予約権の相続は
認められないものとする。
退任及び退職の場合の取扱
い、その他の権利行使条件に
ついては、平成16年12月17日
開催の株主総会決議およびそ
の後の取締役会決議に基づ
き、当社が対象者との間で締
結する新株予約権付与契約に
おいて定めるものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡、質入れそ
の他一切の処分は取締役会の
承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

― ―
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（平成17年12月22日定時株主総会決議）

(イ)

（平成18年７月26日発行）
中間会計期間末現在
(平成20年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

新株予約権の数 1,593個 1,593個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 1,593株 1,593株

新株予約権の行使時の払込金額 １株につき　33,872円 同左

新株予約権の行使期間
平成18年９月１日から
平成21年８月31日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価額及び資本組入額

１株につき
発行価額　　33,872円
資本組入額　16,936円

同左

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当を受けた
者は、権利行使時において
も、当社及び当社子会社の
取締役、監査役、従業員並び
に社外協力者等の地位にあ
ることを要す。 

②新株予約権者の相続人によ
る新株予約権の行使は認め
られない。

③その他の新株予約権の行使
の条件は、本総会以後に開
催される取締役会決議によ
る。 

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには取
締役会の承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

― ―
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(ロ)

（平成18年７月26日発行）
中間会計期間末現在
(平成20年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

新株予約権の数 359個 309個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 359株 309株

新株予約権の行使時の払込金額 １株につき　33,872円 同左

新株予約権の行使期間
平成19年12月23日から
平成27年12月21日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価額及び資本組入額

１株につき
発行価額　　33,872円
資本組入額　16,936円

同左

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当を受けた
者は、権利行使時において
も、当社及び当社子会社の
取締役、監査役、従業員並び
に社外協力者等の地位にあ
ることを要す。 

②新株予約権者の相続人によ
る新株予約権の行使は認め
られない。 

③その他の新株予約権の行使
の条件は、本総会以後に開
催される取締役会決議によ
る。 

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには取
締役会の承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

― ―
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（平成18年３月27日取締役会決議）

（平成18年４月12日発行）
中間会計期間末現在
(平成20年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

新株予約権の数 150個 ―

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 ―

新株予約権の目的となる株式の数 37,975株 (注)１ ―

新株予約権の行使時の払込金額 １個につき 10,000,000円 ―

新株予約権の行使期間
平成18年４月13日から
平成20年４月11日まで

―

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価額及び資本組入額

１株につき
発行価額　　10,000,000円
資本組入額   5,000,000円

―

新株予約権の行使の条件
各新株予約権の一部行使はで
きない。

―

新株予約権の譲渡に関する事項 ― ―

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

― ―

(注)１.上記の新株予約権の目的となる株式の数は、平成20年３月31日時点の条件で記載しております。
２.上記の新株予約権は、平成20年４月11日に行使期間が満了しました。

　

②　合併によりその義務を承継した旧商法第280条ノ19に基づく特別決議による新株引受権

（平成12年８月31日株式会社トラストワーク定時株主総会決議）

（平成12年10月８日発行）
中間会計期間末現在
(平成20年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

新株予約権の数 ― ―

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 57株 (注) 57株 (注)

新株予約権の行使時の払込金額
１株につき　173,913円
　　　　　　　　　　 (注)

同左

新株予約権の行使期間
平成13年８月１日から
平成20年７月31日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価額及び資本組入額

１株につき
発行価額　　173,913円
資本組入額　 86,957円
　　　　　　　　　　 (注)

同左

新株予約権の行使の条件

被付与者が取締役または使用
人の地位を失った場合は原則
として権利行使は不能。
その他の権利行使条件につい
ては、平成12年８月31日開催
の定時株主総会決議およびそ
の後の取締役会決議に基づ
き、当社が対象者との間で締
結する新株引受権付与契約に
おいて定めるものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
権利の譲渡及び担保権の設定
は禁止。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

― ―

(注)上記の目的となる株式の数、行使時の払込金額、発行価額、資本組入額は、平成15年３月１日付の合併に伴う調整済み
の数値を記載しております。
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（平成13年４月10日株式会社トラストワーク臨時株主総会決議）

（平成13年６月１日発行）
中間会計期間末現在
(平成20年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

新株予約権の数 ― ―

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 333株 (注) 333株 (注)

新株予約権の行使時の払込金額
１株につき　173,913円
　　　　　　　　　　 (注)

同左

新株予約権の行使期間
平成13年８月１日から
平成20年７月31日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価額及び資本組入額

１株につき
発行価額　　173,913円
資本組入額　 86,957円
　　　　　　　　　　 (注)

同左

新株予約権の行使の条件

被付与者が取締役または使用
人の地位を失った場合は原則
として権利行使不能。
その他の権利行使条件、平成
13年４月10日開催の臨時株主
総会決議およびその後の取締
役会決議に基づき、当社が対
象者との間で締結する新株引
受権付与契約において定める
ものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
権利の譲渡及び担保権の設定
は禁止

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

― ―

(注)上記の目的となる株式の数、行使時の払込金額、発行価額、資本組入額は、平成15年３月１日付の合併に伴う調整済み
の数値を記載しております。
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（平成13年８月30日株式会社トラストワーク定時株主総会決議）

（平成13年10月１日発行）
中間会計期間末現在
(平成20年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

新株予約権の数 ― ―

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 529株 (注) 529株 (注)

新株予約権の行使時の払込金額
１株につき　260,870円
　　　　　　　　　　 (注)

同左　

新株予約権の行使期間
平成15年４月１日から
平成23年３月31日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価額及び資本組入額

１株につき
発行価額　　260,870円

資本組入額　130,435円　　　　　　
　　　　　　　　　　 (注)

同左

新株予約権の行使の条件

被付与者が取締役または使用
人の地位を失った場合は原則
として権利行使不能。
その他の権利行使条件につい
ては、平成13年８月30日開催
の定時株主総会決議およびそ
の後の取締役会決議に基づ
き、当社が対象者との間で締
結する新株引受権付与契約に
定めるものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
権利の譲渡及び担保権の設定
は禁止

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

― ―

(注)上記の目的となる株式の数、行使時の払込金額、発行価額、資本組入額は、平成15年３月１日付の合併に伴う調整済み
の数値を記載しております。
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③　合併によりその義務を承継した旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権

（平成14年８月30日株式会社トラストワーク定時株主総会決議）

（平成14年10月６日発行）
中間会計期間末現在
(平成20年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

新株予約権の数 323個 323個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 731株 731株

新株予約権の行使時の払込金額 １株につき　173,913円 同左

新株予約権の行使期間
平成15年４月１日から
平成23年３月31日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価額及び資本組入額

１株につき
発行価額　　173,913円
資本組入額　 86,957円

同左

新株予約権の行使の条件

被付与者が取締役または使用
人の地位を失った場合は原則
として権利行使不能
その他の権利行使条件につい
ては、平成14年８月30日開催
の定時株主総会決議及びその
後の取締役会決議に基づき、
当社が対象者との間で締結す
る新株引受権付与契約に定め
るものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
権利の譲渡及び担保権の設定
は禁止

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

― ―

　

(3)【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4)【発行済株式総数、資本金等の状況】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金
増減額
(千円)

資本金
残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成19年10月１日～
平成20年３月31日

─ 90,852 ─ 1,050,115 ─ 50,115
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(5)【大株主の状況】

平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社クオンツ　（注３） 東京都千代田区紀尾井町４－13 21,127 23.25

株式会社クオンツ・キャピタル　
（注３）

東京都千代田区紀尾井町４－13 10,127 11.15

株式会社ガルフネット 東京都江東区亀戸１丁目４－２ 4,117 4.53

ユービーエスエージーシンガ
ポール（常任代理人　シティバン
ク銀行株式会社

東京都品川区東品川２丁目３番14号 2,000 2.20

石原　將光 静岡県田方郡函南町 1,984 2.18

駒井　滋 東京都港区 1,842 2.02

吉川　修 名古屋市中村区 1,698 1.86

岩崎　裕明 福井県福井市 1,001 1.10

ステートストリートバンクアン
ドトラストカンパニー505086
（常任代理人　株式会社みずほ
コーポレート銀行兜町証券決済
業務室）

東京都中央区日本橋兜町６番７号 735 0.80

大阪証券金融株式会社 大阪府大阪市中央区北浜２丁目４番６号 717 0.78

計 ― 45,348 49.91

(注) １．上記の他、自己株式が2,301.6株あります。

２. 証券保管振替機構名義の株式は、31,261株（34.41％）となっております。当該株式の実質所有状況について、

当社は確認できておりません。

３. ㈱クオンツ及び㈱クオンツ・キャピタルについては、証券保管振替機構からの株式等の保管及び振替に関す

る法律に基づいて通知された平成20年３月31日現在の実質株主名簿において実質株主として記載がないこと

から、両社は同日現在当社の株主ではありません。しかしながら、本半期報告書の記載にあたって関係当局及

び外部専門家等にも照会・相談し、その結果、表中の上記２社の所有株式数につきましては、平成19年10月18

日付で㈱クオンツ及び㈱クオンツ・キャピタルの連名で提出された大量保有報告書の変更報告書及びその訂

正報告書（平成19年10月19日付）と前事業年度末現在の株主名簿に記載されている所有株式数とを照合し、

さらに、その後当中間会計期間末現在まで㈱クオンツまたは㈱クオンツ・キャピタルから大量保有報告書等

の写しを受け取っていないため、現状において提出されている大量保有報告書等の記載を基準として作成致

しました。ただし、当社は、この記載をもって、㈱クオンツ及び㈱クオンツ・キャピタルが現在当社の株主であ

ることを認めるものではありません。

　

(6)【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式

2,301
― ―

完全議決権株式（その他）
普通株式

88,543
88,543 ―

端株
普通株式

8
― ―

発行済株式総数 90,852 ― ―

総株主の議決権 ― 88,543 ―

(注) １．「完全議決権株式数（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が31,261株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数31,261個が含まれております。
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２．端株には当社所有の自己株式0.6株が含まれております。
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② 【自己株式等】

平成20年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社オープンループ
北海道札幌市中央区北一
条西三丁目２番地

2,301 ─ 2,301 2.53

計 ― 2,301 ─ 2,301 2.53

　

２ 【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

　

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高（円） 26,690 33,100 29,980 24,900 19,300 17,000

最低（円） 17,500 18,800 21,890 16,700 16,080 8,330

(注)　最高・最低株価は、㈱大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット―「ヘラクレス」におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年

大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前中間連結会計期間（平成18年10月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の中間連結財務

諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成19年10月１日から平成20年３月31日まで)は、改正後の中間

連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省

令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前中間会計期間（平成18年10月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間(平成19年10月１日から平成20年３月31日まで)は、改正後の中間財務諸表等

規則に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、前中間連結会計期間(平成18年10月１日から平成19年３月31日まで)及び前中間会計期間(平成18

年10月１日から平成19年３月31日まで)は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当中間連結会計期

間(平成19年10月１日から平成20年３月31日まで)及び当中間会計期間(平成19年10月１日から平成20年３

月31日まで)金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、それぞれ中間連結財務諸表並びに中間財

務諸表について、ビーエー東京監査法人により中間監査を受けております。

　

EDINET提出書類

株式会社オープンループ(E05171)

半期報告書

28/81



１ 【中間連結財務諸表等】

(1) 【中間連結財務諸表】

① 【中間連結貸借対照表】

　

前中間連結会計期間末

(平成19年３月31日)

当中間連結会計期間末

(平成20年３月31日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成19年９月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

（資産の部）

Ⅰ　流動資産

　１．現金及び預金 ※２ 1,372,327 1,278,516 2,104,803

　２．受取手形及び売掛金 812,535 874,470 705,816

　３．有価証券 ― 579,007 ―

　４．たな卸資産 1,774 1,735 1,266

　５．営業投資有価証券 155,846 3,722 4,707

　６．その他 170,136 48,842 253,824

　　　貸倒引当金 △27,824 △55,349 △40,280

　　流動資産合計 2,484,79665.7 2,730,94484.6 3,030,13783.9

Ⅱ　固定資産

　１．有形固定資産 ※１ 30,757 44,292 32,056

　２．無形固定資産

　　(1）のれん 9,679 3,451 6,565

　　(2）その他 3,141 12,821 23,85827,310 13,56020,126

　３．投資その他の資産

　　(1）投資有価証券 1,001,724 161,250 268,588

　　(2）長期貸付金 15,000 15,000 15,000

　　(3）破産更生債権等 1,675,624 1,681,142 1,675,624

　　(4）その他 109,556 124,400 122,980

　　　　貸倒引当金 △1,550,7931,251,112△1,556,371425,422 △1,550,853531,340

　　固定資産合計 1,294,69034.3 497,02415.4 583,52316.1

　　資産合計 3,779,487100.0 3,227,968100.0 3,613,660100.0
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前中間連結会計期間末

(平成19年３月31日)

当中間連結会計期間末

(平成20年３月31日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成19年９月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

（負債の部）

Ⅰ　流動負債

　１．買掛金 141,738 142,098 142,215

　２．１年以内償還
　　　予定社債

60,000 30,000 60,000

　３．賞与引当金 42,471 41,159 39,318

　４．安全協力費返還引当金 ― 24,766 117,799

　５．その他 257,802 252,858 292,821

　　　流動負債合計 502,01113.3 490,88115.2 652,15418.0

Ⅱ　固定負債

　１．社債 30,000 ― ―

　２．繰延税金負債 9,536 1,208 1,846

　３．その他 2,935 102 1,481

　　固定負債合計 42,4711.1 1,3100.0 3,3280.1

　　負債合計 544,48214.4 492,19215.2 655,48218.1

（純資産の部）

Ⅰ　株主資本

　１．資本金 1,050,11527.8 1,050,11532.5 1,050,11529.1

　２．資本剰余金 2,889,08876.4 2,889,08889.5 2,889,08879.9

　３．利益剰余金 △372,878△9.9 △896,793△27.8 △637,910△17.6

　４．自己株式 △360,117△9.5 △360,117△11.1 △360,117△10.0

　　株主資本合計 3,206,20784.8 2,682,29183.1 2,941,17581.4

Ⅱ　評価・換算差額等

　　　その他有価証券
　　　評価差額金

△68,125△1.8 △18,122△0.5 △67,811△1.9

　　評価・換算差額等合計 △68,125△1.8 △18,122△0.5 △67,811△1.9

Ⅲ　新株予約権 27,4860.7 32,4591.0 31,4460.9

Ⅳ　少数株主持分 69,4361.9 39,1481.2 53,3661.5

　　純資産合計 3,235,00485.6 2,735,77684.8 2,958,17781.9

　　負債純資産合計 3,779,487100.0 3,227,968100.0 3,613,660100.0
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② 【中間連結損益計算書】

　

前中間連結会計期間

(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間連結会計期間

(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 2,899,559100.0 3,350,014100.0 5,817,737100.0

Ⅱ　売上原価 2,080,01771.7 2,493,88774.4 4,207,11772.3

　　　売上総利益 819,54128.3 856,12625.6 1,610,62027.7

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１ 831,48228.7 975,13129.2 1,681,79428.9

　　　営業損失 11,941△0.4 119,004△3.6 71,174△1.2

Ⅳ　営業外収益

　１．受取利息 13,435 2,176 30,887

　２．受取配当金 876 345 1,691

　３．受取手数料 1,244 861 2,222

　４．投資事業組合
　　　投資利益

― 2,985 ―

　５．その他 182 15,7380.5 288 6,6570.2 1,006 35,8070.6

Ⅴ　営業外費用

　１．支払利息 179 59 290

　２．株式交付費 2,796 1,575 2,217

　３．投資事業組合
　　　投資損失

4,782 ― 8,992

　４．その他 1,194 8,9530.3 515 2,1490.0 2,029 13,5300.2

　　　経常損失 5,155△0.2 114,496△3.4 48,897△0.8

Ⅵ　特別利益

　１．投資有価証券売却益 1,367 ― 4,103

　２．新株予約権戻入益 ― 335 ―

　３．関係会社株式売却益 ― 1,3670.1 15,81916,1540.5 ― 4,1030.1

Ⅶ　特別損失

　１．投資有価証券売却損 ― 159,519 3,931

　２．投資有価証券評価損 3,876 ― 124,125

　３．関係会社株式評価損 ※３ 301,599 ― 301,599

　４．固定資産除却損 ※２ 4,792 521 5,042

　５. 過年度賃金手当 ※４ ― ― 16,363

　６．安全協力費
　　　返還引当金繰入額

※５ ― 310,26810.7 ― 160,0404.8 117,799568,8829.8

　　　税金等調整前中間
　　　(当期)純損失

314,056△10.8 258,382△7.7 613,676△10.5

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

30,2911.0 5,5380.2 11,7720.2

　　　少数株主損失 6,5630.2 5,0370.2 22,6330.4

 　　 中間(当期)純損失 337,784△11.6 258,883△7.7 602,815△10.3
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③ 【中間連結株主資本等変動計算書】

前中間連結会計期間（自　平成18年10月１日　至　平成19年３月31日）

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年９月30日残高(千円） 4,770,9923,018,543△3,985,657△360,117 3,443,761

中間連結会計期間中の変動額 

　新株の発行 50,115 50,115 ― ― 100,230

　減資 △3,770,9921,100,0102,670,982 ― ―

　資本剰余金の取崩 ― △1,279,5801,279,580 ― ―

　中間純損失 ― ― △337,784 ― △337,784

　株主資本以外の項目の中間
　連結会計期間中の変動額(純額)

― ― ― ― ―

中間連結会計期間中の変動額合計
(千円）

△3,720,877△129,455 3,612,779 ― △237,554

平成19年３月31日残高(千円） 1,050,1152,889,088△372,878 △360,117 3,206,207

　

評価・換算差額等 

新株予約権  少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算
差額等合計

平成18年９月30日残高(千円） 4,431 4,431 25,515 ― 3,473,708

中間連結会計期間中の変動額 

　新株の発行 ― ― ― ― 100,230

　減資 ― ― ― ― ―

　資本剰余金の取崩 ― ― ― ― ―

　中間純損失 ― ― ― ― △337,784

　株主資本以外の項目の中間
　連結会計期間中の変動額(純額)

△72,557 △72,557 1,971 69,436 △1,149

中間連結会計期間中の変動額合計
(千円）

△72,557 △72,557 1,971 69,436 △238,703

平成19年３月31日残高(千円） △68,125 △68,125 27,486 69,436 3,235,004
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当中間連結会計期間（自　平成19年10月１日　至　平成20年３月31日）

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年９月30日残高(千円） 1,050,1152,889,088△637,910 △360,117 2,941,175

中間連結会計期間中の変動額 

　中間純損失 ― ― △258,883 ― △258,883

　株主資本以外の項目の中間
　連結会計期間中の変動額(純額)

― ― ― ― ―

中間連結会計期間中の変動額合計
(千円）

― ― △258,883 ― △258,883

平成20年３月31日残高(千円） 1,050,1152,889,088△896,793 △360,117 2,682,291

　

評価・換算差額等 

新株予約権  少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算
差額等合計

平成19年９月30日残高(千円） △67,811 △67,811 31,446 53,366 2,958,177

中間連結会計期間中の変動額 

　中間純損失 ― ―  ―  ―  △258,883

　株主資本以外の項目の中間
　連結会計期間中の変動額(純額)

49,688 49,688 1,012 △14,217 36,482

中間連結会計期間中の変動額合計
(千円）

49,688 49,688 1,012 △14,217 △222,401

平成20年３月31日残高(千円） △18,122 △18,122 32,459 39,148 2,735,776
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前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日）

　

株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年９月30日残高(千円） 4,770,9923,018,543△3,985,657△360,117 3,443,761

連結会計年度中の変動額 

　新株の発行 50,115 50,115 ― ― 100,230

　減資 △3,770,9921,100,0102,670,982 ― ―

　資本剰余金の取崩 ― △1,279,5801,279,580 ― ―

　当期純損失 ― ― △602,815 ― △602,815

　株主資本以外の項目の連結
　会計年度中の変動額(純額)

― ― ― ― ―

連結会計年度中の変動額合計
(千円）

△3,720,877△129,455 3,347,747 ― △502,585

平成19年９月30日残高(千円） 1,050,1152,889,088△637,910 △360,117 2,941,175

　

評価・換算差額等 

新株予約権 少数株主持分 　 純資産合計
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算
差額等合計

平成18年９月30日残高(千円） 4,431 4,431 25,515 ― 3,473,708

連結会計年度中の変動額 

　新株の発行 ― ― ― ― 100,230

　減資 ― ― ― ― ―

　資本剰余金の取崩 ― ― ― ― ―

　当期純損失 ― ― ― ― △602,815

　株主資本以外の項目の連結
　会計年度中の変動額(純額)

△72,243 △72,243 5,931 53,366 △12,945

連結会計年度中の変動額合計
(千円）

△72,243 △72,243 5,931 53,366 △515,530

平成19年９月30日残高(千円） △67,811 △67,811 31,446 53,366 2,958,177
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④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

　

前中間連結会計期間

(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間連結会計期間

(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　営業活動による
　　キャッシュ・フロー

　　税金等調整前中間(当期)
　　純損失(△)

△314,056 △258,382 △613,676

　　減価償却費 4,743 10,139 13,094

　　のれん償却額 3,014 3,114 6,128

　　貸倒引当金の増加額 22,245 20,586 34,761

　　賞与引当金の増減額 △4,656 1,841 △7,810

　　安全協力費返還引当金の　
　　増減額

― △93,032 117,799

　　受取利息及び受取配当金 △14,311 △2,522 △32,578

　　支払利息 179 59 290

　　株式交付費 2,796 1,575 2,217

　　投資事業組合投資利益 ― △2,985 ―

　　投資事業組合投資損失 4,782 ― 8,992

　　固定資産除却損 4,792 521 5,042

　　投資有価証券評価損 3,876 ― 124,145

　　関係会社株式評価損 301,599 ― 301,599

　　投資有価証券売却益 △1,367 ― △4,103

　　投資有価証券売却損 ― 159,519 3,931

　　関係会社株式売却益 ― △15,819 ―

　　売上債権の増加額 △133,196 △171,176 △26,477

　　たな卸資産の増減額 448 △469 956

　　未収消費税等の増減額 3,565 △811 3,599

　　前払費用の増減額 656 11,230 △6,912

　　仕入債務の減少額 △4,228 △117 △3,750

　　未払金の増減額 14,971 △24,862 17,952

　　未払費用の増減額 △5,628 △26,493 51,955

　　未払消費税等の増減額 △27,904 1,335 △45,687

　　その他 146,801 △2,211 150,773

小計 9,121 △388,962 102,244

　　 利息及び配当金の受取額 9,923 2,456 32,398

　　利息の支払額 △205 △81 △336

　　法人税等の支払額 △42,129 △5,993 △48,953

　　営業活動による
　　キャッシュ・フロー

△23,289 △392,579 85,351
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前中間連結会計期間

(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間連結会計期間

(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ　投資活動による
　　キャッシュ・フロー

　　定期預金の預入による支出 ― △61,087 △87

　　定期預金の払戻による収入 ― 10,045 ―

　　投資有価証券の取得
　　による支出

△1,503,145 ― △1,503,145

　　関係会社株式の取得
　　による支出 

△351,000 ― △351,000

　　連結範囲の変更を伴う子会社
　　株式の売却による収入 

― 13,774 ―

　　投資有価証券の
　　売却・償還による収入

749,397 ― 1,451,221

　　貸付による支出 ― △30,597 △14,219

　　貸付金の回収による収入 1,845 42,115 3,113

　　有形固定資産の取得
　　による支出

△7,606 △11,496 △15,503

　　無形固定資産の取得
　　による支出

△200 △16,779 △11,650

　　敷金・保証金の増加 △19,913 △4,402 △33,747

　　敷金・保証金の減少 17,853 2,893 17,939

　　その他 △909 204 50,001

　　投資活動による
　　キャッシュ・フロー

△1,113,678 △55,329 △407,077

Ⅲ　財務活動による
　　キャッシュ・フロー

　　社債の償還による支出 △30,000 △30,000 △60,000

　　株式の発行による収入 97,203 ― 97,782

　　割賦債務支払による支出 △712 ― △712

　　少数株主からの払込
　　による収入

76,000 ― 76,000

　　財務活動による
　　キャッシュ・フロー

142,491 △30,000 113,069

Ⅳ　現金及び現金同等物
　　の減少額

△994,477 △477,909 △208,656

Ⅴ　現金及び現金同等物
　　の期首残高

2,423,244 2,214,588 2,423,244

Ⅵ　現金及び現金同等物
　　の中間期末（期末）残高

※ 1,428,767 1,736,679 2,214,588
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

　
前中間連結会計期間
(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

　当社グループは、前連結会計年度に
おいて営業損失445,001千円、経常損
失480,952千円を計上しました(当期
純利益は、462,656千円を計上)。ま
た、当中間連結会計期間においては
営業損失11,941千円、経常損失5,155
千円、中間純損失337,784千円を計上
しております。
　以上を鑑み、継続企業の前提に関す
る重要な疑義が存在しております。
　当該状況に対応すべく、当社グルー
プは、当連結会計年度を「強固かつ
健全な経営基盤のもと、再びの成長
に向けた復活を果たす年度」と位置
づけ、これまでの「先行投資による
新規事業の育成重視型」から「本業
集中による利益追求型」へと企業体
質の転換を進めております。
　収益性判断の徹底とコスト構造の
改革を進め、経営資源の再配分と効
率的なオペレーション体制の確立に
より、営業力を強化するとともに、顧
客基盤の再構築を図り、売上高の増
加を伴う利益体質の実現を目指して
参ります。
　第１四半期においては営業損益・
経常損益とも赤字にとどまったもの
の、第２四半期においてはいずれも
黒字転換を果たしており、今後とも、
安定した収益基盤を確保すべく、経
営管理体制を強化して参ります。
　また、投資案件においては、安全性
及び損失回避を最優先とし、十分な
調査を行い、リスク要素を考慮し、厳
選された案件のみに限って行って参
ります。
　以上の施策の実行により、継続企業
の前提に関する重要な疑義を解消で
きるものと判断しております。従っ
て、中間連結財務諸表は継続企業を
前提として作成されており、このよ
うな重要な疑義の影響を反映してお
りません。

　当社グループは、前連結会計年度に
おいて、営業損失71,174千円、経常損
失48,897千円、当期純損失602,815千
円を計上しております。また、当中間
連結会計期間においては、営業損失
119,004千円、経常損失114,496千円、
中間純損失258,883千円を計上して
おります。 
　以上を鑑み、継続企業の前提に関す
る重要な疑義が存在しております。 
　このような状況下、当社株式は当中
間連結会計期間に監理ポスト割当を
解除され、これを機に中長期的な会
社の経営戦略として中期経営計画を
策定し「経営資源を主たる事業に集
中し、経営体質の改善と強化を進め、
企業価値の最大化に努める」取り組
みを開始しました。
　一方、当社グループを取り巻く人材
派遣市場の環境は、これまで以上に
コンプライアンスを強固とする体制
を必要とし、また少子高齢化等の影
響から人材の獲得競争が激化し、売
上原価が想定以上となる環境になっ
てきております。
　当該状況に対応すべく、当社グルー
プはこれらの環境に対し、従前から
の「本業集中による企業価値の最大
化」と併せて主要事業である人材派
遣の募集方法の効率化、顧客構造の
見直しを図り、売上原価を吸収でき
る体質の構築に取組んでおります。
　然しながら、コンプライアンス体制
の構築における費用に関しては重要
性の高いものと認識し、来期以降も
拡大が見込まれる人材ニーズに健全
に対応できるよう、当中間連結会計
期間にコンプライアンス面における
体制構築を着実に行っております。
　引続き投資事業等への取り組みに
ついては、案件を厳密に精査し、主た
る事業とのシナジー効果が見込まれ
ないものへの出資は一切行わないも
のと致します。
　新規支店の積極展開を再スタート
させましたが、既存拠点であっても
採算性についての見直しを行い、利
益体質の経営を実施して参ります。
　以上の施策により、継続企業の前提
に関する重要な疑義を解消できるも
のと判断しております。従って、中間
連結財務諸表は継続企業を前提とし
て作成されており、このような重要
な疑義の影響を反映しておりませ
ん。　

　当社グループは、前連結会計年度に
おいて、当期純利益462,656千円を計
上したものの、営業損失として
445,001千円、経常損失として
480,952千円を計上しております。ま
た、当連結会計年度においては、営業
損失71,174千円、経常損失48,897千
円、当期純損失602,815千円を計上し
ております。 
　以上を鑑み、継続企業の前提に関す
る重要な疑義が存在しております。 
　当該状況に対応すべく、当社グルー
プは、「本業集中による企業価値の
最大化」に取り組んでおります。 
　自社の強みを生かし、経営資源を主
たる事業に集中することで、経営体
質の改善と強化を進め、企業価値の
最大化を図ります。 
　投資事業等への取り組みについて
は、案件を厳密に精査し、主たる事業
とのシナジー効果が見込まれないも
のへの出資は一切行わないものと致
します。 
　収益性判断の徹底とコスト構造の
改革を進め、経営資源の再配分と効
率的なオペレーション体制の確立に
より、営業力を強化するとともに、顧
客基盤の再構築を図り、売上高の増
加を伴う利益体質の実現を目指して
参ります。 
　採算ベースに達せずかつ将来的に
も採算化が見込み難い案件・事業に
おいては、“製品群の峻別”及び“
不採算事業の再編”を、引き続き実
施して参ります。 
　以上の施策により、継続企業の前提
に関する重要な疑義を解消できるも
のと判断しております。従って、連結
財務諸表は継続企業を前提として作
成されており、このような重要な疑
義の影響を反映しておりません。
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中間連結財務諸表作成の基本となる重要な事項

　

項目
前中間連結会計期間
(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

１．連結の範囲に関す

る事項

連結子会社の数　10社

　(子会社は全て連結されて

おります。)

連結子会社の名称

㈱オープンループパート
ナーズ、㈱トラスト・エ
スピー・キューブ、㈱ヒ
バライバンク、㈱ヒュー
マンアウトソーシング、
㈱オープンループインベ
ストメント、㈲ディー・
フロンティア、㈲コール
スタッフィング、㈱アス
ペイワーク、㈱トップラ
ンダー、㈱オープンルー
プ・アスクレピオス
　　上記のうち、㈱トップラ
ンダー及び㈱オープン
ループ・アスクレピオス
は、当中間連結会計期間
において新たに設立した
ため、連結の範囲に含め
ております。

　　なお、前連結会計年度に
㈲ワイズマネージメント
から㈱トップランダーへ
商号変更した連結子会社
は、当中間連結会計期間
において㈱オープンルー
プパートナーズへ商号変
更しております。

連結子会社の数　９社

　(子会社は全て連結されて

おります。)

連結子会社の名称

㈱オープンループパート
ナーズ、㈱トラスト・エ
スピー・キューブ、㈱ヒ
バライバンク、㈱ヒュー
マンアウトソーシング、
㈱オープンループインベ
ストメント、㈲ディー・
フロンティア、㈲コール
スタッフィング、㈱アス
ペイワーク、㈱トップラ
ンダー
　前連結会計年度におい
て連結子会社でありまし
たメディ・メサイア㈱
は、当中間連結会計期間
において同社株式を全株
売却致しました。

連結子会社の数　10社

㈱オープンループパート
ナーズ、㈱トラスト・エス
ピー・キューブ、㈱ヒバラ
イバンク、㈱オープンルー
プインベストメント、㈱ア
スペイワーク、㈱トップラ
ンダー、㈱ヒューマンアウ
トソーシング、メディ・メ
サイア㈱、㈲ディー・フロ
ンティア、㈲コールスタッ
フィング
　上記のうち、㈱トップラン
ダー及びメディ・メサイア
㈱については、当連結会計
年度において新たに設立し
たため、連結の範囲に含め
ております。
　なお、前連結会計年度に㈲
ワイズマネージメントから
㈱トップランダーへ商号変
更した連結子会社は、当連
結会計年度において㈱オー
プンループパートナーズへ
商号変更しております。ま
た、当連結会計年度に設立
された㈱オープンループ・
アスクレピオスはメディ・
メサイア㈱へ商号変更して
おります。

２．持分法の適用に関
する事項

持分法を適用していない
関連会社

　　当中間連結会計期間にお
いて株式取得した㈱ＮＡ
Ｊにつきましては、同社
の議決権の25.8％を所有
しておりますが、同社よ
り提示された資料及び説
明の内容について株式価
値に影響を及ぼす重大な
疑義が生じたことから、
当社は株式譲渡人等に対
し損害賠償等の請求を行
うことを決議しました。
そのため持分法の適用範
囲から除外しておりま
す。

持分法を適用していない
関連会社

　　㈱ＮＡＪにつきまして
は 、 同 社の議決権の
25.8％を所有しておりま
すが、同社は平成19年５
月31日に自己破産を申請
したため持分法の適用範
囲から除外しておりま
す。

持分法を適用していない
関連会社　

　　当連結会計年度において
株式取得した㈱ＮＡＪに
つきましては、同社の議
決権の25.8％を所有して
おりますが、同社より提
示された資料及び説明の
内容について株式価値に
影響を及ぼす重大な疑義
が生じたことから、当社
は株式譲渡人等に対し損
害賠償等の請求を行うこ
とを決議しました。その
ため持分法の適用範囲か
ら除外しております。な
お㈱ＮＡＪは平成19年５
月31日に自己破産を申請
しております。

項目
前中間連結会計期間
(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)
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３．連結子会社の中間
決算日（決算日）
等に関する事項

　連結子会社のうち、㈲
ディー・フロンティア、㈲
コールスタッフィングの中
間決算日は９月30日であり
ます。㈱オープンループイ
ンベストメントは当中間連
結会計期間より決算日を変
更し中間決算日は６月30日
となっております。中間連
結財務諸表の作成にあたっ
て、これらの連結子会社に
ついては、中間連結決算日
現在で実施した仮決算に基
づく中間財務諸表を使用し
ております。

　連結子会社のうち、㈲
ディー・フロンティア、㈲
コールスタッフィングの中
間決算日は９月30日、㈱
オープンループインベスト
メントの中間決算日は６月
30日であります。中間連結
財務諸表の作成にあたっ
て、これらの連結子会社に
ついては、中間連結決算日
現在で実施した仮決算に基
づく中間財務諸表を使用し
ております。

　連結子会社のうち、㈲
ディー・フロンティア、㈲
コールスタッフィングの決
算日は３月31日、㈱オープ
ンループインベストメント
の決算日は12月31日であり
ます。連結財務諸表の作成
にあたって、これらの連結
子会社については、連結決
算日現在で実施した仮決算
に基づく財務諸表を使用し
ております。
　㈱オープンループインベ
ストメントは当連結会計年
度より決算日を12月31日へ
変更しております。

４．会計処理基準に関
する事項

(1）重要な資産の評価基準
及び評価方法

　①　有価証券
　　その他有価証券
　　　時価のあるもの
　　　　中間連結決算日の市場

価格等に基づく時
価法（評価差額は
全部純資産直入法
により処理し、売
却原価は移動平均
法により算定して
おります）

　　　時価のないもの
　　　　移動平均法による原価

法
　　　　投資事業有限責任組合

及びそれに類する
組合への出資金

　　　　　投資事業有限責任組

合損益のうち、

当社及び一部の

連結子会社に帰

属する持分相当

損益を「営業外

損益」に計上す

るとともに「営

業投資有価証

券」及び「投資

有価証券」を加

減する方法

(1）重要な資産の評価基準
及び評価方法

　①　有価証券
　　その他有価証券
　　　時価のあるもの

同左

　　　
　　　
　　　
　　　
　　　
　　　
　　　
　　　時価のないもの

同左

(1）重要な資産の評価基準
及び評価方法

　①　有価証券
　　その他有価証券
　　　時価のあるもの
　　　　連結決算日の市場価格

等に基づく時価法
(評価差額は全部
純資産直入法によ
り処理し、売却原
価は移動平均法に
より算定)

　　　時価のないもの

同左

　②　たな卸資産

　　イ）仕掛品

　　　　個別法に基づく原価法

　②　たな卸資産

　　イ）　――――

　　　　　

　②　たな卸資産

　　イ）　――――

　　ロ）貯蔵品

　　　　個別法に基づく原価法
　　　　但し、貯蔵品のうち作

業着等については最
終仕入原価法

　　ロ）貯蔵品

同左

　　ロ）貯蔵品

同左

項目
前中間連結会計期間
(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)
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(2）重要な減価償却資産の
減価償却の方法

　①　有形固定資産

　　　定率法

　　　なお、主な耐用年数は以
下のとおりでありま
す。

　　　建物及び構築物
３～15年

　　　車両運搬具及び工具器
具備品

２～15年

(2）重要な減価償却資産の
減価償却の方法

　①　有形固定資産

同左

(2）重要な減価償却資産の
減価償却の方法

　①　有形固定資産

同左

　　　なお、取得価額が10万円
以上20万円未満の資産
については、３年間で
均等償却する方法を採
用しております。

　②　無形固定資産

　　　定額法

　②　無形固定資産

同左

　②　無形固定資産

同左

　　イ）自社利用のソフト
ウェア

　　　　社内における利用可能
期間（５年）に基づ
く定額法を採用して
おります。

　　イ）自社利用のソフト
ウェア

同左

　　イ）自社利用のソフト
ウェア

同左

　　ロ）のれん

　　　　５年による定額法を採
用しております。

　　ロ）のれん

同左

　　ロ）のれん

同左

(3）重要な繰延資産の処理
方法

　　　株式交付費

　　　支出時に全額費用とし
て処理しております。

(3）重要な繰延資産の処理
方法

　　　株式交付費

同左

(3）重要な繰延資産の処理
方法

　　　株式交付費

同左
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項目
前中間連結会計期間
(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

(4）重要な引当金の計上基
準

　①　貸倒引当金

　　　債権の貸倒損失に備え
るため、一般債権につ
いては貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特
定の債権については個
別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を
計上しております。

(4）重要な引当金の計上基
準

　①　貸倒引当金

同左

(4）重要な引当金の計上基
準

　①　貸倒引当金

同左

　②　賞与引当金

　　　従業員の賞与支給に備
えるために、支給見込
額のうち当中間連結会
計期間に負担すべき金
額を計上しておりま
す。

　②　賞与引当金

同左

　②　賞与引当金

　　　従業員の賞与支給に備
えるために、支給見込
額のうち当連結会計年
度に負担すべき金額を
計上しております。

　③　　―――― 　③　安全協力費返還引当金
　任意拠出の「安全協
力費」を登録スタッフ
へ返還するために、平
成19年９月までの過去
２年間にわたって徴収
した安全協力費の返還
見込額および返還に要
する諸費用の見込額を
計上しております。
 

　③　安全協力費返還引当金
　任意拠出の「安全協
力費」を登録スタッフ
へ返還するために、過
去２年間にわたって徴
収した安全協力費の返
還見込額および返還に
要する諸費用の見込額
を計上しております。

(5）重要なリース取引の処
理方法

　　リース物件の所有権が借
主に移転すると認められ
るもの以外のファイナン
ス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に
係る方法に準じた会計処
理によっております。

(5）重要なリース取引の処
理方法

同左

(5）重要なリース取引の処
理方法

同左

(6）その他中間連結財務諸
表作成のための基本と
なる重要な事項

　　消費税等の会計処理

　　税抜方式によっており
ます。なお、一部の連結
子会社は免税事業者で
あるため税込方式に
よっております。

(6）その他中間連結財務諸
表作成のための基本と
なる重要な事項

　　消費税等の会計処理

同左

(6）その他連結財務諸表作
成のための基本となる
重要な事項

　　消費税等の会計処理

同左

５．中間連結キャッ
シュ・フロー計算
書（連結キャッ
シュ・フロー計算
書）における資金
の範囲

　中間連結キャッシュ・フ
ロー計算書における資金
（現金及び現金同等物）は
手許現金、随時引き出し可
能な預金及び容易に換金可
能であり、かつ、価値の変動
について僅少なリスクしか
負わない取得日から３ヶ月
以内に償還期限の到来する
短期投資からなっておりま
す。

同左 　連結キャッシュ・フロー
計算書における資金（現金
及び現金同等物）は手許現
金、随時引き出し可能な預
金及び容易に換金可能であ
り、かつ、価値の変動につい
て僅少なリスクしか負わな
い取得日から３ヶ月以内に
償還期限の到来する短期投
資からなっております。

　

次へ
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

　
前中間連結会計期間
(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

(企業結合に係る会計基準）

　当中間連結会計期間から「企業結
合に係る会計基準」(企業会計審議
会平成15年10月31日)及び「事業分
離等に関する会計基準」(企業会計
基準委員会　平成17年12月27日　企業
会計基準第７号)ならびに「企業結
合会計基準及び事業分離等会計基準
に関する適用指針」(企業会計基準
委員会　平成17年12月27日　企業会計
基準適用指針第10号)を適用してお
ります。
　これによる損益に与える影響はあ
りません。

　　　　　 ――――― (企業結合に係る会計基準）

　当連結会計年度から「企業結合に
係る会計基準」(企業会計審議会平
成15年10月31日)及び「事業分離等
に関する会計基準」(企業会計基準
委員会　平成17年12月27日　企業会計
基準第７号)ならびに「企業結合会
計基準及び事業分離等会計基準に関
する適用指針」(企業会計基準委員
会　平成17年12月27日　企業会計基準
適用指針第10号)を適用しておりま
す。
　これによる損益に与える影響はあ
りません。

(自己株式及び準備金の額の減少等
に関する会計基準の一部改正）

　当中間連結会計期間から、改正後の
「自己株式及び準備金の額の減少等
に関する会計基準」(企業会計基準
委員会　最終改正平成18年８月11日　
改正企業会計基準第１号)及び「自
己株式及び準備金の額の減少等に関
する会計基準の適用指針」(企業会
計基準委員会　最終改正平成18年８
月11日　改正企業会計基準適用指針
第２号)を適用しております。
　これによる損益に与える影響はあ
りません。

――――― (自己株式及び準備金の額の減少等
に関する会計基準の一部改正）

　当連結会計年度から、改正後の「自
己株式及び準備金の額の減少等に関
する会計基準」(企業会計基準委員
会　最終改正平成18年８月11日　改正
企業会計基準第１号)及び「自己株
式及び準備金の額の減少等に関する
会計基準の適用指針」(企業会計基
準委員会　最終改正平成18年８月11
日　改正企業会計基準適用指針第２
号)を適用しております。
　これによる損益に与える影響はあ
りません。
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表示方法の変更

　
前中間連結会計期間
(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

(中間連結貸借対照表）
　前中間連結会計期間末において「営業権」として掲記
されていたものは、当中間連結会計期間末より「のれ
ん」として表示しております。
　前中間連結会計期間末において区分掲記しておりまし
た「未払金」（当中間連結会計期間末77,941千円）は、
負債及び純資産の合計額の100分の５以下となったため、
当中間連結会計期間末より流動負債の「その他」に含め
て表示しております。
　

―――――

（中間連結損益計算書）
　前中間連結会計期間において「新株発行費」として掲
記されていたものは、当中間連結会計期間より「株式交
付費」として表示しております。
　「投資事業組合投資損失」は、前中間連結会計期間まで
営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました
が、当中間連結会計期間において、営業外費用の総額の
100分の10を超えたため区分掲記しました。なお、前中間
連結会計期間における「投資事業組合投資損失」の金額
は1,484千円であります。
　前中間連結会計期間において区分掲記しておりました
「消費税還付加算金」（当中間連結会計期間48千円）及
び「備品等売却収入」（当中間連結会計期間83千円）
は、それぞれ営業外収益の総額の100分の10以下となった
ため、当中間連結会計期間より営業外収益の「その他」
に含めて表示しております。
　前中間連結会計期間において区分掲記しておりました
「支払手数料」（当中間連結会計期間259千円）は、営業
外費用の総額の100分の10以下となったため、当中間連結
会計期間より営業外費用の「その他」に含めて表示して
おります。
　

―――――

（中間連結キャッシュ・フロー計算書）
　営業活動によるキャッシュ・フローの「投資事業組合
投資損失」は、前中間連結会計期間は「その他」に含め
て表示しておりましたが、金額的重要性が増したため区
分掲記しております。なお、前中間連結会計期間の営業活
動によるキャッシュ・フローの「その他」に含まれてい
る「投資事業組合投資損失」は、1,484千円であります。
　前中間連結会計期間において「新株発行費」として掲
記されていたものは、当中間連結会計期間より「株式交
付費」として表示しております。
　従来「減価償却費」に含めて表示しておりました「営
業権の償却額」は、当中間連結会計期間より「のれん償
却額」に含めております。なお、当中間連結会計期間にお
ける従来の「営業権の償却額」に相当する金額は、3,050
千円であります。

（中間連結キャッシュ・フロー計算書）
　投資活動によるキャッシュ・フローの「定期預金の預
入による支出」及び「貸付による支出」は、前中間連結
会計期間は「その他」に含めて表示しておりましたが、
金額的重要性が増したため区分掲記しております。なお、
前中間連結会計期間の投資活動によるキャッシュ・フ
ローの「その他」に含まれている「定期預金の預入によ
る支出」は△36千円、「貸付による支出」は△1,150千円
であります。
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追加情報

　
前中間連結会計期間
(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

(当社株式の「監理ポスト」入りに
関して)
　当社株式は㈱大阪証券取引所ニッ
ポン・ニュー・マーケット―「ヘラ
クレス」市場において、平成18年10
月１日より監理ポストに割当てられ
ております。平成15年３月１日より
平成18年９月30日までの「猶予期
間」において、当社申請に基づく㈱
大阪証券取引所の適合審査を受けて
おりましたが、適合の認定を受けら
れないまま猶予期間の期限を迎えた
ことから、平成18年10月１日より監
理ポストに割当てられたものであり
ます。
　現在、上場を維持するための㈱大阪
証券取引所の適合審査が継続中であ
ります。上場審査基準に準じた基準
に適合しない場合、整理ポストに割
当てられ、上場廃止となるおそれが
あります。
　当社と致しましては、安定した事業
基盤を確立し、経営管理体制・リス
ク管理体制等の維持向上に努め、審
査への適合を果たし、早急に監理ポ
ストから通常ポストへ復帰できます
よう役職員一同、引き続き全力を尽
くして参ります。

　　　　　 ――――― （当社株式の監理ポスト割当て解除
について）
　当社株式は㈱大阪証券取引所ニッ
ポン・ニュー・マーケット―「ヘラ
クレス」市場において、平成18年10
月１日より監理ポストに割当てられ
ておりましたが、㈱大阪証券取引所
における審査の結果、当社が「上場
審査基準に準じて㈱大阪証券取引所
が定める基準に適合」すると認めら
れたため、平成19年10月27日付で監
理ポスト割当てを解除されました。
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注記事項

(中間連結貸借対照表関係)

　
前中間連結会計期間末
(平成19年３月31日)

当中間連結会計期間末
(平成20年３月31日)

前連結会計年度末
(平成19年９月30日)

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

12,136千円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

27,156千円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

19,764千円

※２　担保差入資産

現金及び預金 59,718千円

　計 59,718千円

※２　担保差入資産

現金及び預金 120,844千円

　計 120,844千円

※２　担保差入資産

現金及び預金 59,757千円

　計 59,757千円

　　　上記に対する債務　　― 　　　上記に対する債務　　― 　　　上記に対する債務　　―

　

(中間連結損益計算書関係)

　
前中間連結会計期間
(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主な

もの

役員報酬 41,880千円

給与手当 266,729千円

賞与引当金
繰入額

30,978千円

法定福利費 83,708千円

募集費 79,112千円

減価償却費 4,743千円

賃借料 63,526千円

支払手数料 47,502千円

※１　販売費及び一般管理費の主な

もの

役員報酬 41,755千円

給与手当 301,523千円

賞与引当金
繰入額

39,563千円

法定福利費 59,656千円

募集費 105,662千円

減価償却費 10,139千円

賃借料 91,701千円

支払手数料 75,251千円

※１　販売費及び一般管理費の主な

もの

役員報酬 81,100千円

給与手当 538,641千円

賞与 79,125千円

賞与引当金
繰入額

36,326千円

雑給 31,360千円

法定福利費 139,146千円

募集費 151,194千円

減価償却費 13,094千円

賃借料 146,540千円

支払手数料 111,619千円

通信費 50,463千円

貸倒引当金繰入
額

34,761千円

のれん償却額 6,128千円

※２　固定資産除却損の内訳

建物及び
構築物

2,678千円

工具器具備品 2,113千円

　計 4,792千円

※２　固定資産除却損の内訳

工具器具備品 521千円

※２　固定資産除却損の内訳

建物及び
構築物

2,678千円

工具器具備品 2,363千円

　計 5,042千円
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　 前中間連結会計期間
(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

※３　関係会社株式評価損

　　　関係会社株式評価損301,599千円
は、持分法非適用関連会社の株
式会社ＮＡＪに対するものであ
ります。

　　　当社は、株式会社ＮＡＪが行うパ
ソコン等の機器設置・設定サー
ビスを含む機器販売業務、それ
らをサポートするコールセン
ター業務、及びインストールセ
ンターの運営、並びに幅広いＩ
Ｔ関連サポートサービス業務の
展開において、当社グループの
ＩＴセキュリティ事業との親和
性が高く、加えて当社グループ
で注力するコールセンター業務
の直接的強化につながる事か
ら、平成18年12月18日に株式会
社ＮＡＪの発行済株式数の
25.8％に相当する同社株式270
株を取得しました。

　　　その後、持分法を適用するために
同社の精査を行って参りました
が、同社より提示された資料及
び説明の内容について株式価値
に影響を及ぼす重大な疑義が生
じたことから、当社は株式譲渡
人等に対し、損害賠償等の請求
を行なうことを決議し、同社を
持分法の適用範囲から除外する
ことに致しました。そのため株
式取得価額351,000千円のうち、
回収の見通しが不確定の
301,599千円を関係会社株式評
価損として計上しております。

※３　　　　―――― ※３　関係会社株式評価損

　関係会社株式評価損301,599千円
は、持分法非適用関連会社の㈱ＮＡ
Ｊに対するものであります。
　当連結会計年度において、当社は、
㈱ＮＡＪの発行済株式数の25.8％に
相当する同社株式270株を取得しま
した。その後持分法を適用するため
の精査の過程で、同社より提示され
た資料及び説明の内容について株式
価値に影響を及ぼす重大な疑義が生
じたことから、当社は株式譲渡人等
に対し、損害賠償等の請求を行なう
ことを決議し、同社を持分法の適用
範囲から除外することに致しまし
た。そのため、株式取得価額351,000
千円のうち、回収の見通しが不確定
の301,599千円を関係会社株式評価
損として計上しております。なお、㈱
ＮＡＪは平成19年５月31日に自己破
産を申請しております。　

※４　　　　―――― ※４　　　　―――― ※４ 過年度賃金手当 
　新宿労働基準監督署の指導に基づ
く時間外割増賃金等の遡及額を計上
しております。

※５　　　　―――― ※５　　　　―――― ※５ 安全協力費返還引当金繰入額
　連結子会社において、登録スタッフ
より、民間の傷害・物損保険等の保
険料の一部に充当するため「安全協
力費」を任意にて徴収しておりまし
たが、新宿労働基準監督署より、その
勘定・使途等が明白ではないことを
主旨として、過去２年間に遡及して
返還するよう指導を受けました。そ
のため、返還すべき安全協力費の返
還見込額及び返還に要する諸費用の
見込額を安全協力費返還引当金とし
て計上をしております。
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(中間連結株主資本等変動計算書関係)

前中間連結会計期間（自　平成18年10月１日　至　平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

前連結会計年度末
株式数（株）

当中間連結会計期間
増加株式数（株）

当中間連結会計期間
減少株式数（株）

当中間連結会計期間
末株式数（株）

発行済株式

　普通株式 88,321 2,531 ― 90,852

自己株式

　普通株式 2,301.6 ― ― 2,301.6

(注)　普通株式の発行済株式総数の増加2,531株は、新株予約権の権利行使による新株の発行による増加であります。

　

２．新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳
新株予約権
の目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当中間連結
会計期間末
残高
（千円）

前連結会計
年度末

当中間
連結会計
期間増加

当中間
連結会計
期間減少

当中間連結
会計期間末

提出会社
（親会社）

平成18年新株予約権 普通株式 40,506 ― 2,53237,9743,450

ストック・オプショ
ンとしての新株予約
権

― ― ― ― ― 24,036

合計 ― ― ― ― ― 27,486

(注) １．平成18年新株予約権の当中間連結会計期間減少額は、新株予約権の行使によるもの及び行使により生じる端
数の切捨分であります。

２．「ストック・オプションとしての新株予約権」には、権利行使期間の初日が到来していないもの（当中間連
結会計期間末残高 3,095千円）が含まれております。その他の上表の新株予約権は、すべて権利行使可能なも
のであります。

　

３．配当に関する事項

　　　該当事項はありません。

　

当中間連結会計期間（自　平成19年10月１日　至　平成20年３月31日）
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

前連結会計年度末
株式数（株）

当中間連結会計期間
増加株式数（株）

当中間連結会計期間
減少株式数（株）

当中間連結会計期間
末株式数（株）

発行済株式

　普通株式 90,852 ― ― 90,852

自己株式

　普通株式 2,301.6 ― ― 2,301.6

　

　

２．新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳
新株予約権
の目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当中間連結
会計期間末
残高
（千円）

前連結会計
年度末

当中間
連結会計
期間増加

当中間
連結会計
期間減少

当中間連結
会計期間末

提出会社
（親会社）

平成18年新株予約権 普通株式 37,975 ― ― 37,9753,450

ストック・オプショ
ンとしての新株予約
権

― ― ― ― ― 29,009

合計 ― ― ― ― ― 32,459

(注)上表の新株予約権は、すべて権利行使可能なものであります。

　
　

３．配当に関する事項
　　　該当事項はありません。
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前連結会計年度（自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日）
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式

　普通株式 88,321 2,531 ― 90,852

自己株式

　普通株式 2,301.6 ― ― 2,301.6

(注)普通株式の発行済株式総数の増加2,531株は、新株予約権の権利行使による新株の発行による増加であります。　

　

　

２．新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
（千円）

前連結会計
年度末

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社
（親会社）

平成18年新株予約権 普通株式 40,506 2,53137,9753,450

ストック・オプショ
ンとしての新株予約
権

― ― ― ― ― 27,996

合計 ― ― ― ― ― 31,446

(注) １．平成18年新株予約権の当連結会計年度減少額は、新株予約権の行使によるものであります。

２．「ストック・オプションとしての新株予約権」には、権利行使期間の初日が到来していないもの（当連結会

計年度末残高 7,013千円）が含まれております。その他の上表の新株予約権は、すべて権利行使可能なもので

あります。　

　
　

３．配当に関する事項
　　　該当事項はありません。

　

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前中間連結会計期間
(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

※　 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係

(平成19年３月31日現在)

現金及び預金勘定 1,372,327千円

流動資産その他に含
まれる預け金勘定

126,191千円

預入期間が３ヶ月超
の定期預金

△10,033千円

担保に供している
定期預金

△59,718千円

現金及び現金同等物 1,428,767千円

※　 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係

(平成20年３月31日現在)

現金及び預金勘定 1,278,516千円

現金及び現金同等物
の範囲に含めた有価
証券

579,007千円

担保に供している
定期預金

△120,844千円

現金及び現金同等物 1,736,679千円

※　 現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

(平成19年９月30日現在)

現金及び預金勘定 2,104,803千円

流動資産その他に含
まれる預け金勘定 

179,587千円

預入期間が３ヶ月超
の定期預金

△10,045千円

担保に供している
定期預金

△59,757千円

現金及び現金同等物 2,214,588千円
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(リース取引関係)

　
前中間連結会計期間
(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引に係る注記

①　リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高

相当額

(単位：千円)

取得価額
相当額

減価償却
累計額
相当額

減損損失
累計額
相当額

中間期末
残高
相当額

工具器
具
備品

42,88434,0708,456 357

ソフト
ウェア

15,31114,727 410 172

合計 58,19548,7978,866 530

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引に係る注記

①　リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高

相当額

(単位：千円)

取得価額
相当額

減価償却
累計額
相当額

減損損失
累計額
相当額

中間期末
残高
相当額

建物付
属設備

2,067 275 ― 1,791 

工具器
具備品

20,171 12,086 2,762 5,322 

合計 22,239 12,362 2,762 7,114 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引に係る注記

①　リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び期末残高相当

額

(単位：千円)

取得価額
相当額

減価償却
累計額
相当額

減損損失
累計額
相当額

期末残高
相当額

建物付
属設備

2,089 69 ― 2,020

工具器
具備品

44,33133,6914,1426,497

合計 46,42033,7614,1428,517

②　未経過リース料中間期末残高相

当額等

　　未経過リース料中間期末残高相当

額

１年内 7,246千円

１年超 3,384千円

　合計 10,630千円

リース資産減損
勘定の残高

8,866千円

②　未経過リース料中間期末残高相

当額等

　　未経過リース料中間期末残高相当

額

１年内 4,540千円

１年超 5,584千円

　合計 10,124千円

リース資産減損
勘定の残高

2,762千円

②　未経過リース料期末残高相当額

等

　　未経過リース料期末残高相当額

１年内 5,016千円

１年超 7,904千円

　合計 12,920千円

リース資産減損
勘定の残高

4,142千円

③　支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額

及び支払利息相当額

支払リース料 6,620千円

リース資産減損
勘定の取崩額

6,541千円

減価償却費
相当額

6,226千円

支払利息相当額 394千円

③　支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額

及び支払利息相当額

支払リース料 3,212千円

リース資産減損
勘定の取崩額

1,379千円

減価償却費
相当額

1,665千円

支払利息相当額 144千円

③　支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額

及び支払利息相当額

支払リース料 13,155千円

リース資産減損
勘定の取崩額

11,266千円

減価償却費
相当額

12,434千円

支払利息相当額 452千円

④　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってお

ります。

④　減価償却費相当額の算定方法

同左

④　減価償却費相当額の算定方法

同左

⑤　利息相当額の算定方法

　　リース料総額とリース物件の取得

価額相当額との差額を利息相当額

とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

⑤　利息相当額の算定方法

同左

⑤　利息相当額の算定方法

同左
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(有価証券関係)

前中間連結会計期間（平成19年３月31日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの

区分
取得原価
（千円）

中間連結貸借対照表計上額
（千円）

差額
（千円）

株式 261,183 239,838 △21,345

その他 201,244 164,000 △37,244

合計 462,427 403,838 △58,589

　

２．時価のない主な有価証券の内容

中間連結貸借対照表計上額
（千円）

その他有価証券

非上場株式 61,562

非上場の内国債券 500,000

投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資金 192,169

(注)　当中間連結会計期間において、時価のあるその他有価証券について1,986千円、時価のないその他有価証券につい

て303,489千円の減損処理を実施しております。

　

当中間連結会計期間（平成20年３月31日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの

区分
取得原価
（千円）

中間連結貸借対照表計上額
（千円）

差額
（千円）

株式 127,208 110,293 △16,914

合計 127,208 110,293 △16,914

　

２．時価のない主な有価証券の内容

中間連結貸借対照表計上額
（千円）

その他有価証券

非上場株式 12,162

投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資金 42,516

ＭＭＦ等 579,007

　

　

前連結会計年度（平成19年９月30日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの

区分
取得原価
（千円）

連結貸借対照表計上額
（千円）

差額
（千円）

株式 287,567 221,602 △65,965

合計 287,567 221,602 △65,965

　

２．時価評価されていない有価証券

区分
連結貸借対照表計上額

（千円）

その他有価証券

非上場株式 12,162

投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資金 39,531

(注)　当連結会計年度において、時価のあるその他有価証券について122,255千円、時価のないその他有価証券について

1,889千円の減損処理を実施しております。
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(デリバティブ取引関係)

前中間連結会計期間（平成19年３月31日現在）

　重要性が低いため記載を省略しております。

　

当中間連結会計期間（平成20年３月31日現在）

　該当事項はありません。

　

前連結会計年度（平成19年９月30日現在）

　重要性が低いため記載を省略しております。

　

(ストック・オプション等関係)

前中間連結会計期間（自　平成18年10月１日　至　平成19年３月31日）

１．ストック・オプションに係る当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名

販売費及び一般管理費の株式報酬費用　　2,201千円

２．当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容

当中間連結会計期間において付与したストック・オプションはありません。

　

当中間連結会計期間（自　平成19年10月１日　至　平成20年３月31日）

１．ストック・オプションに係る当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名

販売費及び一般管理費の株式報酬費用　1,347千円

２．当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容

当中間連結会計期間において付与したストック・オプションはありません。

　

前連結会計年度（自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

　　会社法の施行日（平成18年５月１日）以後に存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの

数については、株式数に換算して記載しております。

　(1) ストック・オプションの内容

　

株主総会決議日 平成12年８月31日 平成13年４月10日 平成13年８月30日

付与日 平成12年10月８日 平成13年６月１日 平成13年10月１日

付与対象者の区分及び数
当社取締役　　　 　 3名
当社従業員　　　 　37名

当社取締役　　　 　 3名
当社従業員　　　 　18名

当社取締役　　　 　 4名
当社従業員　　　 　45名

ストック・オプションの
数(注１)

普通株式　146株 普通株式　476株 普通株式　669株

権利確定条件 （注）２ （注）２ （注）２

対象勤務期間
対象勤務期間の定めはあ
りません。

対象勤務期間の定めはあ
りません。

対象勤務期間の定めはあ
りません。

権利行使期間
自 平成13年８月１日
至 平成20年７月31日

自 平成13年８月１日
至 平成20年７月31日

自 平成15年４月１日
至 平成23年３月31日

　

株主総会決議日 平成13年12月17日 平成14年８月30日 平成14年12月17日

付与日 平成14年２月７日 平成14年10月６日 平成15年６月６日

付与対象者の区分及び数
当社取締役　　　　　6名
当社従業員　　　　 25名

当社取締役　　　　　4名
当社従業員　　　　 74名

当社取締役・監査役　9名
当社従業員　　　　103名
当社子会社の従業員　8名

ストック・オプションの
数(注)１

普通株式　　290株 普通株式　930株 普通株式　3,850株

権利確定条件 （注）２ （注）２ （注）２

対象勤務期間
対象勤務期間の定めはあ
りません。

対象勤務期間の定めはあ
りません。

対象勤務期間の定めはあ
りません。
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権利行使期間
自 平成16年１月１日
至 平成18年12月31日

自 平成15年４月１日
至 平成23年３月31日

自 平成15年７月１日
至 平成20年１月31日

　

株主総会決議日 平成15年12月17日 平成15年12月17日 平成16年12月17日

付与日 平成16年２月27日 平成16年12月14日 平成17年２月８日

付与対象者の区分及び数
当社取締役・監査役　8名
当社従業員　　　　 80名
当社子会社の従業員　7名

当社取締役・監査役　8名
当社従業員　　　　 67名
当社子会社の取締役　1名
当社子会社の従業員 10名
当社の社外協力者　　3名

当社取締役　　　　　5名
当社従業員　　　   18名

ストック・オプションの
数(注)１

普通株式　3,968株 普通株式　1,032株 普通株式　3,000株

権利確定条件 （注）２ （注）２ （注）２

対象勤務期間
対象勤務期間の定めはあ
りません。

対象勤務期間の定めはあ
りません。

対象勤務期間の定めはあ
りません。

権利行使期間
自 平成18年１月１日
至 平成25年12月31日

自 平成18年１月１日
至 平成25年12月31日

自 平成17年２月９日
至 平成26年12月16日

　

　
株主総会決議日 平成17年12月22日 平成17年12月22日

付与日 平成18年７月26日 平成18年７月26日

付与対象者の区分及び数 当社取締役　　　　　5名
当社従業員　　　　 20名
当社子会社の従業員　1名

ストック・オプションの
数(注)１

普通株式　1,593株 普通株式　407株

権利確定条件 （注）２ （注）２

対象勤務期間
対象勤務期間の定めはあ
りません。

対象勤務期間の定めはあ
りません。

権利行使期間
自 平成18年９月１日
至 平成21年８月31日

自 平成19年12月23日
至 平成27年12月21日

(注) １．付与数を株式数に換算して記載しております。

２．新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても、当社及び当社子会社の取締役、監査役、従業員並びに

社外協力者等の地位にあることを要する。退任及び退職の場合の取扱い、その他の権利行使条件については、

当社が対象者との間で締結する付与契約において定めるものとする。
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　(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

　　①　ストック・オプションの数

　

株主総会決議日 平成12年８月31日 平成13年４月10日 平成13年８月30日

付与日 平成12年10月８日 平成13年６月１日 平成13年10月１日

権利確定後（株）

前連結会計年度末 61 333 529

権利行使 ― ― ―

失効 4 ― ―

当連結会計年度末残 57 333 529

　

株主総会決議日 平成13年12月17日 平成14年８月30日 平成14年12月17日

付与日 平成14年２月７日 平成14年10月６日 平成15年６月６日

権利確定後（株）

前連結会計年度末 25 761 1,763

権利行使 ― ― ―

失効 25 14 108

当連結会計年度末残 ― 747 1,655

　

　株主総会決議日 平成15年12月17日 平成15年12月17日 平成16年12月17日

付与日 平成16年２月27日 平成16年12月14日 平成17年２月８日

権利確定後（株）

前連結会計年度末 3,334 868 2,920

権利行使 ― ― ―

失効 110 62 55

当連結会計年度末残 3,224 806 2,865

　

株主総会決議日 平成17年12月22日 平成17年12月22日

付与日
平成18年７月26日

(当社取締役への付与分)

平成18年７月26日
(当社及び当社子会社
従業員への付与分)

権利確定前（株）

前連結会計年度末 ― 407

付与 ― ―

失効 ― 30

権利確定 ― ―

未確定残 ― 377

権利確定後（株） ―

前連結会計年度末 1,593 ―

権利確定 ― ―

権利行使 ― ―

失効 ― ―

当連結会計年度末残 1,593 ―
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②　単価情報

　

株主総会決議日 平成12年８月31日 平成13年４月10日 平成13年８月30日

付与日 平成12年10月８日 平成13年６月１日 平成13年10月１日

権利行使価格（円） 173,913 173,913 260,870

行使時平均株価（円） ― ― ―

公正な評価単価（付与日）（円） ― ―
―
 

　

株主総会決議日 平成13年12月17日 平成14年８月30日 平成14年12月17日

付与日 平成14年２月７日 平成14年10月６日 平成15年６月６日

権利行使価格（円） 701,056 173,913 79,500

行使時平均株価（円） ― ― ―

公正な評価単価（付与日）（円） ― ― ―

　

株主総会決議日 平成15年12月17日 平成15年12月17日 平成16年12月17日

付与日 平成16年２月27日 平成16年12月14日 平成17年２月８日

権利行使価格（円） 154,000 161,800 205,000

行使時平均株価（円） ― ― ―

公正な評価単価（付与日）（円） ― ― ―

　

株主総会決議日 平成17年12月22日 平成17年12月22日 

付与日
平成18年７月26日

(当社取締役への付与分)

平成18年７月26日
(当社及び当社子会社
従業員への付与分)

権利行使価格（円） 33,872 33,872

行使時平均株価（円） ― ―

公正な評価単価（付与日）（円） 13,172 22,357

　

２．当連結会計年度に付与されたストック・オプション

該当事項はありません。

　

３．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

平成15年３月以降の退職率の実績に基づき、権利不確定による失効数を見積り算定致しました。

　

４．連結財務諸表への影響額

販売費及び一般管理費の株式報酬費用　6,161千円
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前中間連結会計期間（自　平成18年10月１日　至　平成19年３月31日）

(単位：千円)

ＩＴセキュリ
ティ事業

ゼネラルアウ
トソーシング
事業

セールスアウ
トソーシング
事業

計 消去又は全社 連結

売上高

　(1）外部顧客に対する
　　　売上高

27,5751,542,8141,329,1702,899,559 ― 2,899,559

　(2）セグメント間の
　　　内部売上高

― ― ― ― ― ―

計 27,5751,542,8141,329,1702,899,559 ― 2,899,559

営業費用 17,8781,309,4711,257,1142,584,465327,0352,911,500

営業利益又は営業損失(△） 9,696 233,34272,055315,094△327,035△11,941

(注) １．事業区分の方法

　　事業区分は、サービスの性質及び種類の類似性を考慮して区分しております。

２．各事業区分に属する主要な内容

(1）ＩＴセキュリティ事業

　　ＩＴセキュリティ技術に関連するコンサルティング、技術者派遣、及び製品・サービスの開発・保守・販売を

行っております。

(2）ゼネラルアウトソーシング事業

　　物流関係また倉庫内軽作業、建材等の搬出入作業及びイベント会場等の設営・撤去作業など各企業からのア

ウトソーシングの総合請負業務を行っております。

(3）セールスアウトソーシング事業

　　テレコミュニケーター、セールスプロモーション及びトレーナー、スーパーバイザー業務等を行っておりま

す。

３．営業費用のうち、「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は327,035千円であり、その主な

ものは、親会社の管理部門に係る費用であります。

４．前中間連結会計期間において投資事業を主たる業務として設立した㈱オープンループインベストメント、及

び当中間連結会計期間において人材派遣事業を主たる業務として新たに設立した㈱オープンループアスクレ

ピオスは、売上が発生しておりませんので、事業の種類別セグメント上、同社の営業費用は「消去又は全社」

に含めております。
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当中間連結会計期間（自　平成19年10月１日　至　平成20年３月31日）

(単位：千円)

ＩＴセキュ
リティ事業

ゼネラルア
ウトソーシ
ング事業

セールスア
ウトソーシ
ング事業

その他の
事業

計
消去又は
全社

連結

売上高

　(1）外部顧客に対す
　　　る売上高

19,5461,638,8701,691,597― 3,350,014― 3,350,014

　(2）セグメント間の
　　　内部売上高

― ― 10,475 ― 10,475△10,475 ―

計 19,5461,638,8701,702,072― 3,360,489△10,4753,350,014

営業費用 17,2181,588,3701,633,0761463,238,812230,2063,469,018

営業利益又は営業損失
(△）

2,32850,49968,995△146 121,677△240,681△119,004

(注) １．事業区分の方法

　　事業区分は、サービスの性質及び種類の類似性を考慮して区分しております。

２．各事業区分に属する主要な内容

(1）ＩＴセキュリティ事業

　　ＩＴセキュリティ技術に関連するコンサルティング、技術者派遣、及び製品・サービスの開発・保守・販売を

行っております。

(2）ゼネラルアウトソーシング事業

　　物流関係、倉庫内軽作業、生産工場及びイベント会場等での作業など、各企業への多様な派遣業務・受託業務、

並びに建設業を行っております。

(3）セールスアウトソーシング事業

　　テレコミュニケーター、トレーナー及びスーパーバイザー等の派遣業務、並びにコールセンター、セールスプ

ロモーション等の受託業務を行っております。

(4）その他の事業

　　投資事業を行っております。

３．営業費用のうち、「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は240,681千円であり、その主な

ものは、親会社の管理部門に係る費用であります。
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前連結会計年度（自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日）

(単位：千円)

ＩＴセキュ
リティ事業

ゼネラルア
ウトソーシ
ング事業

セールスア
ウトソーシ
ング事業

その他の
事業

計
消去又は
全社

連結

売上高

　(1）外部顧客に対する
　　　売上高

45,4263,044,6662,717,28910,3545,817,737― 5,817,737

　(2）セグメント間の
　　　内部売上高

― ― 5,807 ― 5,807△5,807 ―

計 45,4263,044,6662,723,09610,3545,823,545△5,8075,817,737

営業費用 35,9632,860,2772,603,23915,4805,514,961373,9515,888,912

営業利益又は営業損失(△） 9,463184,388119,857△5,125308,583△379,758△71,174

(注) １．事業区分の方法

　　事業区分は、サービスの性質及び種類の類似性を考慮して区分しております。

２．各事業区分に属する主要な内容

(1）ＩＴセキュリティ事業

　　ＩＴセキュリティ技術に関連するコンサルティング、技術者派遣、及び製品・サービスの開発・保守・販売を

行っております。

(2）ゼネラルアウトソーシング事業

　　物流関係また倉庫内軽作業、建材等の搬出入作業及びイベント会場等の設営・撤去作業など各企業からのア

ウトソーシングの総合請負業務を行っております。

(3）セールスアウトソーシング事業

　　テレコミュニケーター、セールスプロモーション及びトレーナー、スーパーバイザー業務等を行っておりま

す。

(4) その他の事業

　　投資事業を行っております。

３．営業費用のうち、「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は373,951千円であり、その主な

ものは、親会社の管理部門に係る費用であります。

　

【所在地別セグメント情報】

　前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会

社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

　

【海外売上高】

　前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、海外売上高がないため、該当事項はありま

せん。
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(１株当たり情報)
　

前中間連結会計期間
(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

１株当たり純資産額 35,438円37銭１株当たり純資産額 30,086円47銭１株当たり純資産額 32,448円91銭

１株当たり
中間純損失金額

3,923円66銭
１株当たり
中間純損失金額

2,923円58銭
１株当たり
当期純損失金額

6,903円28銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式

は存在するものの１株当たり中間純

損失が計上されているため記載して

おりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式

は存在するものの１株当たり中間純

損失が計上されているため記載して

おりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式

は存在するものの１株当たり当期純

損失が計上されているため記載して

おりません。

(注)　１株当たり中間(当期)純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前中間連結会計期間
(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

１株当たり中間(当期)純損失金額

中間(当期)純損失金額(千円) 337,784 258,883 602,815

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― ―

普通株式に係る中間(当期)
純損失(千円)

337,784 258,883 602,815

期中平均株式数(株) 86,088 88,550 87,323

希薄化効果を有しないため、潜在株
式調整後１株当たり中間（当期）純
利益の算定に含めなかった潜在株式
の概要

　旧商法280条ノ19の規
定に基づく新株引受権
　　　　　　 921株
　平成13年改正旧商法
280条ノ20及び平成13
年改正旧商法280条ノ
21の規定に基づく新株
予約権の目的となる株
式の数　　　49,557株
（新株予約権の目的と
なる株式の数について
は、当中間連結会計期
間末において行使がな
された場合の最大発行
可能数を記載していま
す。）

　旧商法280条ノ19の規
定に基づく新株引受権
　 　　　　　919株
　平成13年改正旧商法
280条ノ20及び平成13
年改正旧商法280条ノ
21の規定に基づく新株
予約権の目的となる株
式の数　　　47,470株
（新株予約権の目的と
なる株式の数について
は、当中間連結会計期
間末において行使がな
された場合の最大発行
可能数を記載していま
す。）

　旧商法280条ノ19の規
定に基づく新株引受権
　　　　　　 919株
　平成13年改正旧商法
280条ノ20及び平成13
年改正旧商法280条ノ
21の規定に基づく新株
予約権の目的となる株
式の数　　　49,242株
（新株予約権の目的と
なる株式の数について
は、該当会計年度末に
おいて行使がなされた
場合の最大発行可能数
を記載しています。）
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

（2）【その他】

該当事項はありません。
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２ 【中間財務諸表等】

(1) 【中間財務諸表】

① 【中間貸借対照表】

　

前中間会計期間末

(平成19年３月31日)

当中間会計期間末

(平成20年３月31日)

前事業年度の
要約貸借対照表
(平成19年９月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

（資産の部）

Ⅰ　流動資産

　１．現金及び預金 ※２ 572,662 934,604 1,194,215

　２．売掛金 124,038 84,413 82,877

　３．有価証券 ― 579,007 ―

　４．たな卸資産 842 952 616

　５．短期貸付金 1,350,373 890,484 896,423

　６．その他 224,881 57,616 223,371

　　　貸倒引当金 △148,171 △156,459 △149,317

　　流動資産合計 2,124,62862.1 2,390,61963.2 2,248,18767.7

Ⅱ　固定資産

　１．有形固定資産 ※１ 3,917 4,417 4,480

　２．無形固定資産

　　(1）ソフトウェア ― 10,748 8,638

　　(2) その他 2,813 2,397 2,397

計 2,813 13,146 11,036

　３．投資その他の資産

　　(1）投資有価証券 452,324 161,250 268,588

　　(2) 関係会社株式 737,234 1,112,834 687,834

　　(3）長期貸付金 2,025,000 2,025,000 2,025,000

　　(4）破産更生債権等 1,039,999 1,039,999 1,039,999

　　(5）その他 94,939 91,845 94,529

　　　　貸倒引当金 △3,058,098 △3,057,130 △3,056,801

計 1,291,398 1,373,799 1,059,150

　　固定資産合計 1,298,13037.9 1,391,36236.8 1,074,66632.3

　　資産合計 3,422,758100.0 3,781,982100.0 3,322,854100.0
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前中間会計期間末

(平成19年３月31日)

当中間会計期間末

(平成20年３月31日)

前事業年度の
要約貸借対照表
(平成19年９月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

（負債の部）

Ⅰ　流動負債

　１．１年以内償還
　　　予定社債

60,000 30,000 60,000

　２．賞与引当金 25,339 8,662 8,902

　３．関係会社ＣＭＳ
　　  預り金

― 510,192 ―

　４．その他 ※３ 128,127 78,929 95,317

　　流動負債合計 213,4666.2 627,78416.6 164,2204.9

Ⅱ　固定負債

　１．社債 30,000 ― ―

　２．繰延税金負債 7,122 64 324

　３．その他 2,935 102 1,481

　　固定負債合計 40,0571.2 167 0.0 1,8060.1

　　負債合計 253,5247.4 627,95216.6 166,0265.0

（純資産の部）

Ⅰ　株主資本

　１．資本金 1,050,11530.7 1,050,11527.8 1,050,11531.6

　２．資本剰余金

　　(1）資本準備金 50,115 50,115 50,115

　　(2）その他資本剰余金 2,838,973 2,838,973 2,838,973

　　　資本剰余金合計 2,889,08884.4 2,889,08876.4 2,889,08887.0

　３．利益剰余金

　　　　その他利益剰余金

　　　　繰越利益剰余金 △365,681 △437,771 △383,667

　　　利益剰余金合計 △365,681△10.7 △437,771△11.6 △383,667△11.6

　４．自己株式 △360,117△10.5 △360,117△9.5 △360,117△10.8

　　株主資本合計 3,213,40493.9 3,141,31483.1 3,195,41896.2

Ⅱ　評価・換算差額等

　　その他有価証券
　　評価差額金

△71,656△2.1 △19,742△0.6 △70,037△2.1

　　評価・換算差額等合計 △71,656△2.1 △19,742△0.6 △70,037△2.1

Ⅲ　新株予約権 27,4860.8 32,4590.9 31,4460.9

　　純資産合計 3,169,23492.6 3,154,03083.4 3,156,82795.0

　　負債純資産合計 3,422,758100.0 3,781,982100.0 3,322,854100.0
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② 【中間損益計算書】

　

前中間会計期間

(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間会計期間

(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 1,762,685100.0 326,460100.0 2,083,745100.0

Ⅱ　売上原価 1,213,25768.8 ― ― 1,218,54858.5

　　　売上総利益 549,42731.2 326,460100.0 865,19641.5

Ⅲ　販売費及び一般管理費 568,61532.3 232,62971.3 784,71437.6

　　　営業利益又は
　　　営業損失(△)

△19,188△1.1 93,83028.7 80,4813.9

Ⅳ　営業外収益 ※１ 25,6771.5 15,2634.7 52,0012.5

Ⅴ　営業外費用 ※２ 6,6560.4 2,8420.9 11,9170.6

　　　経常利益又は
　　　経常損失(△)

△166△0.0 106,25132.5 120,5655.8

Ⅵ　特別利益 ※３ 1,3670.1 335 0.1 4,1030.2

Ⅶ　特別損失 ※４ 361,75620.6 159,51948.8 501,80624.1

　　　税引前中間(当期)
　　　中間純損失

360,555△20.5 52,932△16.2 377,136△18.1

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

5,1250.3 1,1710.4 6,5300.3

　　　中間(当期)純損失 365,681△20.8 54,104△16.6 383,667△18.4
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③ 【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間（自　平成18年10月１日　至　平成19年３月31日）

　
株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年９月30日残高(千円) 4,770,992 1,738,962 1,279,580 3,018,543

中間会計期間中の変動額 

　新株の発行 50,115 50,115 ― 50,115

　減資 △3,770,992 ― 1,100,010 1,100,010

　資本準備金の取崩 ― △1,738,962 1,738,962 ―

　その他資本剰余金の取崩 ― ― △1,279,580 △1,279,580

　利益準備金の取崩 ― ― ― ―

　中間純損失 ― ― ― ―

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額)

― ― ― ―

中間会計期間中の変動額合計(千円) △3,720,877 △1,688,847 1,559,392 △129,455

平成19年３月31日残高(千円） 1,050,115 50,115 2,838,973 2,889,088

　
株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成18年９月30日残高(千円) 700 △3,951,263△3,950,563△360,117 3,478,855

中間会計期間中の変動額 

　新株の発行 ― ― ― ― 100,230

　減資 ― 2,670,9822,670,982 ― ―

　資本準備金の取崩 ― ― ― ― ―

　その他資本剰余金の取崩 ― 1,279,5801,279,580 ― ―

　利益準備金の取崩 △700 700 ― ― ―

　中間純損失 ― △365,681 △365,681 ― △365,681

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額)

― ― ― ― ―

中間会計期間中の変動額合計(千円) △700 3,585,5823,584,882 ― △265,451

平成19年３月31日残高(千円） ― △365,681 △365,681 △360,117 3,213,404

　
　 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額等合計

平成18年９月30日残高(千円) 1,120 1,120 25,515 3,505,491

中間会計期間中の変動額 

　新株の発行 ― ― ― 100,230

　減資 ― ― ― ―

　資本準備金の取崩 ― ― ― ―

　その他資本剰余金の取崩 ― ― ― ―

　利益準備金の取崩 ― ― ― ―

　中間純損失 ― ― ― △365,681

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額)

△72,777 △72,777 1,971 △70,805

中間会計期間中の変動額合計(千円) △72,777 △72,777 1,971 △336,256

平成19年３月31日残高(千円） △71,656 △71,656 27,486 3,169,234
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当中間会計期間（自　平成19年10月１日　至　平成20年３月31日）

　
株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成19年９月30日残高(千円) 1,050,115 50,115 2,838,973 2,889,088

中間会計期間中の変動額 

　中間純損失 ― ― ― ―

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額)

― ― ― ―

中間会計期間中の変動額合計(千円) ― ― ― ―

平成20年３月31日残高(千円） 1,050,115 50,115 2,838,973 2,889,088

　

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成19年９月30日残高(千円) △383,667 △383,667 △360,117 3,195,418

中間会計期間中の変動額 

　中間純損失 △54,104 △54,104 ― △54,104

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額)

―  ―  ― ―

中間会計期間中の変動額合計(千円) △54,104 △54,104 ― △54,104

平成20年３月31日残高(千円） △437,771 △437,771 △360,117 3,141,314

　

　 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額等合計

平成19年９月30日残高(千円) △70,037 △70,037 31,446 3,156,827

中間会計期間中の変動額 

　中間純損失 ― ― ― △54,104

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額)

50,294 50,294 1,012 51,307

中間会計期間中の変動額合計(千円) 50,294 50,294 1,012 △2,796

平成20年３月31日残高(千円） △19,742 △19,742 32,459 3,154,030
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前事業年度の株主資本等変動計算書（自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日）

　
株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年９月30日残高(千円） 4,770,992 1,738,962 1,279,580 3,018,543

事業年度中の変動額 

　新株の発行 50,115 50,115 ― 50,115

　減資 △3,770,992 ― 1,100,010 1,100,010

　資本準備金の取崩 ― △1,738,962 1,738,962 ―

　その他資本剰余金の取崩 ― ― △1,279,580 △1,279,580

　利益準備金の取崩 ― ― ― ―

　当期純損失 ― ― ― ―

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

― ― ― ―

事業年度中の変動額合計(千円） △3,720,877 △1,688,847 1,559,392 △129,455

平成19年９月30日残高(千円） 1,050,115 50,115 2,838,973 2,889,088

　

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成18年９月30日残高(千円） 700 △3,951,263△3,950,563△360,117 3,478,855

事業年度中の変動額 

　新株の発行 ― ― ― ― 100,230

　減資 ― 2,670,9822,670,982 ― ―

　資本準備金の取崩 ― ― ― ― ―

　その他資本剰余金の取崩 ― 1,279,5801,279,580 ― ―

　利益準備金の取崩 △700 700 ― ― ―

　当期純損失 ― △383,667 △383,667 ― △383,667

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計(千円） △700 3,567,5953,566,895 ― △283,437

平成19年９月30日残高(千円） ― △383,667 △383,667 △360,117 3,195,418

　

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額等合計

平成18年９月30日残高(千円） 1,120 1,120 25,515 3,505,491

事業年度中の変動額 

　新株の発行 ― ― ― 100,230

　減資 ― ― ― ―

　資本準備金の取崩 ― ― ― ―

　その他資本剰余金の取崩 ― ― ― ―

　利益準備金の取崩 ― ― ― ―

　当期純損失 ― ― ― △383,667

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

△71,157 △71,157 5,931 △65,226

事業年度中の変動額合計(千円） △71,157 △71,157 5,931 △348,663

平成19年９月30日残高(千円） △70,037 △70,037 31,446 3,156,827
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

　
前中間会計期間

(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前事業年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

　当社は、前事業年度において営業損
失428,783千円、経常損失449,694千
円を計上しました（当期純利益は、
484,944千円を計上）。また、当中間
会計期間においては営業損失19,188
千円、経常損失166千円、中間純損失
365,681千円を計上しております。
　以上を鑑み、継続企業の前提に関す
る重要な疑義が存在しております。
　当該状況に対応すべく、当社は、当
事業年度を「強固かつ健全な経営基
盤のもと、再びの成長にむけた復活
を果たす年度」と位置づけ、これま
での「先行投資による新規事業の育
成重視型」から「本業集中による利
益追求型」へと企業体質の転換を進
めております。
　収益性判断の徹底とコスト構造の
改革を進め、経営資源の再配分と効
率的なオペレーション体制の確立に
より、営業力を強化するとともに、顧
客基盤の再構築を図り、売上高の増
加を伴う利益体質の実現を目指して
参ります。
　また、投資案件においては、安全性
及び損失回避を最優先とし、十分な
調査を行い、リスク要素を考慮し、厳
選された案件のみに限って行って参
ります。
　以上の施策の実行により、継続企業
の前提に関する重要な疑義を解消で
きるものと判断しております。従っ
て、中間財務諸表は継続企業を前提
として作成されており、このような
重要な疑義の影響を反映しておりま
せん。

　当社は、前事業年度において、営業
利益80,481千円、経常利益120,565千
円を計上したものの、当期純損失
383,667千円を計上しております。ま
た、当中間会計期間においては営業
利益93,830千円、経常利益106,251千
円を計上したものの、中間純損失
54,104千円を計上しております。
　以上を鑑み、継続企業の前提に関す
る重要な疑義が存在しております。 
　このような状況下、当社株式は当中
間会計期間に監理ポスト割当を解除
され、これを機に中長期的な会社の
経営戦略として中期経営計画を策定
し「経営資源を主たる事業に集中
し、経営体質の改善と強化を進め、企
業価値の最大化に努める」取り組み
を開始しました。 
　一方、当社グループを取り巻く人材
派遣市場の環境は、これまで以上に
コンプライアンスを強固とする体制
を必要とし、また、少子高齢化等の影
響から人材の獲得競争が激化し、売
上原価が想定以上となる環境になっ
てきております。 
　当該状況に対応すべく、当社はこれ
らの環境に対し、従前からの「本業
集中による企業価値の最大化」と併
せて主要事業である人材派遣の募集
方法の効率化、顧客構造の見直しを
図り、売上原価を吸収できる体質の
構築に取組んでおります。 
　然しながら、コンプライアンス体制
の構築における費用に関しては重要
性の高いものと認識し、来期以降も
拡大が見込まれる人材ニーズに健全
に対応できるよう、当中間会計期間
にコンプライアンス面における体制
構築を着実に行っております。 
引続き投資事業等への取り組みにつ
いては、案件を厳密に精査し、主たる
事業とのシナジー効果が見込まれな
いものへの出資は一切行わないもの
と致します。 
　新規支店の積極展開を再スタート
させましたが、既存拠点であっても
採算性についての見直しを行い、利
益体質の経営を実施して参ります。 
　以上の施策により、継続企業の前提
に関する重要な疑義を解消できるも
のと判断しております。従って、中間
財務諸表は継続企業を前提として作
成されており、このような重要な疑
義の影響を反映しておりません。　
　

　当社は、前事業年度において、当期
純利益484,944千円を計上したもの
の、営業損失428,783千円、経常損失
449,694千円を計上しました。また、
当事業年度においては、営業利益
80,481千円、経常利益120,565千円を
計上したものの、当期純損失383,667
千円を計上しております。 
　以上を鑑み、継続企業の前提に関す
る重要な疑義が存在しております。 
　当該状況に対応すべく、当社は、
「本業集中による企業価値の最大
化」に取り組んでおります。 
　自社の強みを生かし、経営資源を主
たる事業に集中することで、経営体
質の改善と強化を進め、企業価値の
最大化を図ります。 
　投資事業等への取り組みについて
は、案件を厳密に精査し、主たる事業
とのシナジー効果が見込まれないも
のへの出資は一切行わないものと致
します。 
　収益性判断の徹底とコスト構造の
改革を進め、経営資源の再配分と効
率的なオペレーション体制の確立に
より、営業力を強化するとともに、顧
客基盤の再構築を図り、売上高の増
加を伴う利益体質の実現を目指して
参ります。 
　採算ベースに達せずかつ将来的に
も採算化が見込み難い案件・事業に
おいては、“製品群の峻別”及び“
不採算事業の再編”を、引き続き実
施して参ります。 
　以上の施策により、継続企業の前提
に関する重要な疑義を解消できるも
のと判断しております。従って、財務
諸表は継続企業を前提として作成さ
れており、このような重要な疑義の
影響を反映しておりません。
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

　

項目
前中間会計期間

(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前事業年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

１．資産の評価基準及

び評価方法

(1）有価証券

　子会社株式及び関連会社

株式

　　移動平均法に基づく原価

法

　その他有価証券

　　時価のあるもの

中間決算日の市場価
格等に基づく時価法
（評価差額は全部純
資産直入法により処
理し、売却原価は移
動平均法により算
定）

(1）有価証券

　子会社株式及び関連会社

株式

同左

　その他有価証券

　　時価のあるもの

同左
　　

(1）有価証券

子会社株式及び関連会社

株式

同左

　その他有価証券

　　時価のあるもの

　　　決算日の市場価格等に
基づく時価法（評価
差額は全部純資産直
入法により処理し、
売却原価は移動平均
法により算定）
 

 　 時価のないもの

移動平均法に基づく
原価法
投資事業有限責任合
への出資金
投資事業有限責任
組合損益のうち、
当社に帰属する持
分相当損益を「営
業外損益」に計上
するとともに「投
資有価証券」を加
減する方法

　　時価のないもの

同左

　　時価のないもの

同左

(2）たな卸資産 (2）たな卸資産 (2）たな卸資産

　　貯蔵品

　　　個別法に基づく原価法
　　　但し貯蔵品のうち、作業

着等については最終仕
入原価法

　　貯蔵品

同左

　　貯蔵品

同左
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項目
前中間会計期間

(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前事業年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

２．固定資産の減価償

却の方法

(1）有形固定資産

　　定率法

　　なお、主な耐用年数は以
下のとおりであります。

　　建物

３～15年
　　車両運搬具及び
工具器具備品

２～15年
　　なお、取得価額が10万円
以上20万円未満の資産に
ついては、３年間で均等
償却する方法を採用して
おります。

(1）有形固定資産

　　定率法

　　なお、主な耐用年数は以
下のとおりであります。

　　建物

３～15年
　　工具器具備品

２～15年
　
　なお、取得価額が10万円
以上20万円未満の資産に
ついては、３年間で均等
償却する方法を採用して
おります。

(1）有形固定資産

　　定率法

　　なお、主な耐用年数は以
下のとおりであります。

　　建物

３～15年
　　車両運搬具及び
工具器具備品

２～15年
　　なお、取得価額が10万円
以上20万円未満の資産に
ついては、３年間で均等
償却する方法を採用して
おります。

(2）無形固定資産

　　定額法

(2）無形固定資産

同左

(2）無形固定資産

同左

　イ）のれん

　　　５年による定額法を採
用しております。

　イ）  ―――― 　イ）  ――――

　ロ）自社利用のソフト
ウェア

　　　社内における利用可能
期間（５年）に基づく
定額法を採用しており
ます。

　ロ）自社利用のソフト
ウェア

同左

　ロ）自社利用のソフト
ウェア

同左

３．繰延資産の処理方

法

　 株式交付費

　　支出時に全額費用として
処理しております。

　 株式交付費

――――

　 株式交付費

　　支出時に全額費用として
処理しております。

４．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　　債権の貸倒損失に備える
ため、一般債権について
は貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可
能性を勘案し、回収不能
見込額を計上しておりま
す。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

　　従業員の賞与支給に備え
るために、支給見込額の
うち当中間会計期間に負
担すべき金額を計上して
おります。

(2) 賞与引当金

同左

(2) 賞与引当金

　　従業員の賞与支給に備え
るために、支給見込額の
うち当事業年度に負担す
べき金額を計上しており
ます。

５．リース取引の処理

方法

　リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同左 同左

６．その他中間財務諸

表（財務諸表）作

成のための基本と

なる重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっておりま

す。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

　
前中間会計期間

(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前事業年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

(企業結合に係る会計基準）

　当中間会計期間から「企業結合に

係る会計基準」(企業会計審議会平

成15年10月31日)及び「事業分離等

に関する会計基準」(企業会計基準

委員会　平成17年12月27日　企業会計

基準第７号)ならびに「企業結合会

計基準及び事業分離等会計基準に関

する適用指針」(企業会計基準委員

会　平成17年12月27日　企業会計基準

適用指針第10号)を適用しておりま

す。

　これによる損益に与える影響はあ

りません。

―――― (企業結合に係る会計基準）

　当事業年度から「企業結合に係る

会計基準」(企業会計審議会平成15

年10月31日)及び「事業分離等に関

する会計基準」(企業会計基準委員

会　平成17年12月27日　企業会計基準

第７号)ならびに「企業結合会計基

準及び事業分離等会計基準に関する

適用指針」(企業会計基準委員会　平

成17年12月27日　企業会計基準適用

指針第10号)を適用しております。

　これによる損益に与える影響はあ

りません。

(自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準の一部改正）

　当中間会計期間から、改正後の「自

己株式及び準備金の額の減少等に関

する会計基準」(企業会計基準委員

会　最終改正平成18年８月11日　改正

企業会計基準第１号)及び「自己株

式及び準備金の額の減少等に関する

会計基準の適用指針」(企業会計基

準委員会　最終改正平成18年８月11

日　改正企業会計基準適用指針第２

号)を適用しております。

　これによる損益に与える影響はあ

りません。

―――― (自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準の一部改正）

　当事業年度から、改正後の「自己株

式及び準備金の額の減少等に関する

会計基準」(企業会計基準委員会　最

終改正平成18年８月11日　改正企業

会計基準第１号)及び「自己株式及

び準備金の額の減少等に関する会計

基準の適用指針」(企業会計基準委

員会　最終改正平成18年８月11日　改

正企業会計基準適用指針第２号)を

適用しております。

　これによる損益に与える影響はあ

りません。
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表示方法の変更

　
前中間会計期間

(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

(中間貸借対照表）

　前中間会計期間末において区分掲記しておりました

「未払金」（当中間会計期間末45,564千円）、「未払法

人税等」（当中間会計期間末8,605千円）及び「未払消

費税等」（当中間会計期間末21,603千円）は、負債及び

純資産の合計額の100分の５以下となったため、当中間会

計期間末より流動負債の「その他」に含めて表示してお

ります。

――――

　

追加情報

　
前中間会計期間

(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前事業年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

(当社株式の「監理ポスト」入りに

関して）

　当社株式は㈱大阪証券取引所ニッ

ポン・ニュー・マーケット―「ヘラ

クレス」市場において、平成18年10

月１日より監理ポストに割当てられ

ております。平成15年３月１日より

平成18年９月30日までの「猶予期

間」において、当社申請に基づく㈱

大阪証券取引所の適合審査を受けて

おりましたが、適合の認定を受けら

れないまま猶予期間の期限を迎えた

ことから、平成18年10月１日より監

理ポストに割当てられたものであり

ます。

　現在、上場を維持するための㈱大阪

証券取引所の適合審査が継続中であ

ります。上場審査基準に準じた基準

に適合しない場合、整理ポストに割

当てられ、上場廃止となるおそれが

あります。

　当社と致しましては、安定した事業

基盤を確立し、経営管理体制・リス

ク管理体制等の維持向上に努め、審

査への適合を果たし、早急に監理ポ

ストから通常ポストへ復帰できます

よう役職員一同、引き続き全力を尽

くして参ります。

　　　　　　――――― (当社株式の「監理ポスト」入りに

関して）

　当社株式は㈱大阪証券取引所ニッ

ポン・ニュー・マーケット―「ヘラ

クレス」市場において、平成18年10

月１日より監理ポストに割当てられ

ておりましたが、㈱大阪証券取引所

における審査の結果、当社が「上場

審査基準に準じて㈱大阪証券取引所

が定める基準に適合」すると認めら

れたため、平成19年10月27日付で監

理ポスト割当てを解除されました。
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注記事項

(中間貸借対照表関係)

　
前中間会計期間末

(平成19年３月31日現在)
当中間会計期間末

(平成20年３月31日現在)
前事業年度

(平成19年９月30日現在)

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

4,353千円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

5,766千円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

4,984千円

※２　担保差入資産

現金及び預金 59,718千円

　計 59,718千円

※２　担保差入資産

現金及び預金 120,844千円

　計 120,844千円

※２　担保差入資産

現金及び預金 59,757千円

　計 59,757千円

　　　上記に対する債務　　― 　　　上記に対する債務　　― 　　　上記に対する債務　　―

※３　消費税等の取扱い

　　　仮払消費税等及び仮受消費税等

は相殺のうえ、金額的重要性が

乏しいため、流動負債の「その

他」に含めて表示しておりま

す。

※３　消費税等の取扱い

同左

※３　　　 ―――――

　

(中間損益計算書関係)

　
前中間会計期間

(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前事業年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

※１　営業外収益のうち主要なもの

受取利息 14,561千円

受取手数料 10,294千円

※１　営業外収益のうち主要なもの

受取利息 11,110千円

受取手数料 853千円

投資事業組合投
資利益

2,985千円

※１　営業外収益のうち主要なもの

受取利息 38,983千円

受取手数料 9,051千円

※２　営業外費用のうち主要なもの

支払利息 39千円

株式交付費 1,098千円

投資事業組合
投資損失

4,782千円

※２　営業外費用のうち主要なもの

支払利息 2,467千円

※２　営業外費用のうち主要なもの

支払利息 1,007千円

株式交付費 520千円

投資事業組合 
投資損失

8,992千円

※３　特別利益のうち主要なもの

投資有価証券
売却益

1,367千円

※３　特別利益のうち主要なもの

新株予約権戻入
益

335千円

※３　特別利益のうち主要なもの

投資有価証券売
却益

4,103千円
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※４　特別損失のうち主要なもの

投資有価証券
評価損

1,889千円

関係会社株式
評価損

355,073千円

固定資産
除却損(注)

4,792千円

　　　(注)　固定資産除却損の内訳は、
建物及び構築物2,678
千円、工具器具備品
2,113千円であります。

※４　特別損失のうち主要なもの

投資有価証券
売却損

159,519千円

※４　特別損失のうち主要なもの

投資有価証券
売却損

3,931千円

投資有価証券
評価損

121,645千円

関係会社株式
評価損(注1)

355,073千円

固定資産
除却損(注2)

4,792千円

過年度賃金手当
(注3)

16,363千円

(注1) 
関係会社株式評価損のうち
301,599千円は、持分法非適用
関連会社の㈱ＮＡＪに対する
ものであります。 
　当事業年度において、当社は、
㈱ＮＡＪの発行済株式数の
25.8％に相当する同社株式270
株を取得しました。その後持分
法を適用するための精査の過
程で、同社より提示された資料
及び説明の内容について株式
価値に影響を及ぼす重大な疑
義が生じたことから、当社は株
式譲渡人等に対し、損害賠償等
の請求を行なうことを決議し、
同社を持分法の適用範囲から
除外することに致しました。そ
のため、株式取得価額351,000
千円のうち、回収の見通しが不
確定の301,599千円を関係会社
株式評価損として計上してお
ります。なお、㈱ＮＡＪは平成
19年５月31日に自己破産を申
請しております。　

　　　　(注2)
固定資産除却損の内訳は、建物
及び構築物2,678千円、工具器
具備品2,113千円であります。

　　　　(注3)
新宿労働基準監督署の指導に
基づく時間外割増賃金等の遡
及額を計上しております。　

　５　減価償却実施額

有形固定資産 1,883千円

無形固定資産 2,024千円

　５　減価償却実施額

有形固定資産 782千円

無形固定資産 1,035千円

　５　減価償却実施額

有形固定資産 2,514千円

無形固定資産 2,521千円

(中間株主資本等変動計算書関係)

　前中間会計期間（自　平成18年10月１日　至　平成19年３月31日）

　自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前事業年度末
株式数（株)

当中間会計期間
増加株式数（株)

当中間会計期間
減少株式数（株)

当中間会計期間末
株式数（株)

自己株式

普通株式 2,301.6 ― ― 2,301.6

　

　当中間会計期間（自　平成19年10月１日　至　平成20年３月31日）

　自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前事業年度末
株式数（株)

当中間会計期間
増加株式数（株)

当中間会計期間
減少株式数（株)

当中間会計期間末
株式数（株)

自己株式

普通株式 2,301.6 ― ― 2,301.6
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　前事業年度（自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日）

　自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前事業年度末
株式数（株)

当事業年度増加
株式数（株)

当事業年度減少
株式数（株)

当事業年度末
株式数（株)

自己株式

普通株式 2,301.6 ― ― 2,301.6
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(リース取引関係)

　
前中間会計期間

(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前事業年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引に係る注記

①　リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高

相当額

(単位：千円)

取得価額
相当額

減価償却
累計額
相当額

減損損失
累計額
相当額

中間期末
残高
相当額

工具器
具
備品

42,88434,0708,456 357

ソフト
ウェア

15,31114,727 410 172

合計 58,19548,7978,866 530

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引に係る注記

①　リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高

相当額

(単位：千円)

取得価額
相当額

減価償却
累計額
相当額

減損損失
累計額
相当額

中間期末
残高
相当額

工具器
具
備品

16,84711,6432,7622,441

合計 16,84711,6432,7622,441

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引に係る注記

①　リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び期末残高相当

額

(単位：千円)

取得価額
相当額

減価償却
累計額
相当額

減損損失
累計額
相当額 

期末残高
相当額

工具器
具
備品

40,97133,5794,1423,249

合計 40,97133,5794,1423,249

②　未経過リース料中間期末残高相

当額等

　　未経過リース料中間期末残高相当

額

１年内 7,246千円

１年超 3,384千円

　合計 10,630千円

リース資産
減損勘定の残高

8,866千円

②　未経過リース料中間期末残高相

当額等

　　未経過リース料中間期末残高相当

額

１年内 3,498千円

１年超 1,914千円

　合計 5,412千円

リース資産
減損勘定の残高

2,762千円

②　未経過リース料期末残高相当額

等

　　未経過リース料期末残高相当額

１年内 3,968千円

１年超 3,674千円

　合計 7,643千円

リース資産
減損勘定の残高

4,142千円

③　支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額

及び支払利息相当額

支払リース料 6,620千円

リース資産減損
勘定の取崩額 

6,541千円

減価償却費
相当額

6,226千円

支払利息相当額 394千円

③　支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額

及び支払利息相当額

支払リース料 2,637千円

リース資産減損
勘定の取崩額 

1,379千円

減価償却費
相当額

1,126千円

支払利息相当額 80千円

③　支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額

及び支払利息相当額

支払リース料 12,963千円

リース資産減損
勘定の取崩額 

11,266千円

減価償却費
相当額

12,253千円

支払利息相当額 442千円

④　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってお

ります。

④　減価償却費相当額の算定方法

同左

④　減価償却費相当額の算定方法

同左

⑤　利息相当額の算定方法

　　リース料総額とリース物件の取得

価額相当額との差額を利息相当額

とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

⑤　利息相当額の算定方法

同左

⑤　利息相当額の算定方法

同左
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(有価証券関係)

前中間会計期間（平成19年３月31日現在）
　子会社株式で時価のあるものはありません。

当中間会計期間（平成20年３月31日現在）
　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

前事業年度（平成19年９月30日現在）
　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　

(１株当たり情報)

１株当たり情報注記は、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

(2)【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の参考情報】

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度　第10期（自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日）平成19年12月27日北海道財務局長に提

出

(2) 有価証券報告書の訂正報告書

訂正報告書（上記(1)有価証券報告書の訂正報告書）を平成20年２月26日北海道財務局長に提出

(3) 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号（財政状態及び経営成績に著しい影

響を与える事象の発生）の規定に基づく臨時報告書を平成20年３月31日北海道財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成19年６月27日

株式会社オープンループ

取締役会　御中

ビーエー東京監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　原　　　　　伸　　之　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　若　　槻　　　　　明　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて
いる株式会社オープンループの平成18年10月１日から平成19年９月30日までの連結会計年度の中間連結会計
期間(平成18年10月１日から平成19年３月31日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照
表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中
間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

連結財務諸表に対する意見を表明することにある。
当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法
人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なう
ような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等
を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結
果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表
の作成基準に準拠して、株式会社オープンループ及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに
同日をもって終了する中間連結会計期間(平成18年10月１日から平成19年３月31日まで)の経営成績及び
キャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。
　

追記情報
１．継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載のとおり、会社は、当中間連結会計期間に
おいて重要な中間純損失を計上しており、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況
に対する経営計画等は当該注記に記載されている。中間連結財務諸表は継続企業を前提として作成され
ており、このような重要な疑義の影響を中間連結財務諸表には反映していない。
２．追加情報に記載のとおり、会社の株式は、平成18年10月１日より㈱大阪証券取引所において監理ポスト
に割当てられており、同取引所の適合審査が継続中である。上場審査基準に準じた基準に適合しない場
合、整理ポストに割当てられ、上場廃止となるおそれがある。
　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

(注)　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成20年６月25日

株式会社オープンループ

取締役会　御中

ビーエー東京監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　原　　　　　伸　　之　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　若　　槻　　　　　明　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられている株式会社オープンループの平成19年10月１日から平成20年9月30日までの連結会計年度の中間

連結会計期間(平成19年10月1日から平成20年3月31日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借

対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書につい

て中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なう

ような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等

を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結

果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表

の作成基準に準拠して、株式会社オープンループ及び連結子会社の平成20年3月31日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する中間連結会計期間(平成19年10月１日から平成20年3月31日まで)の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　

追記情報 

　継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載のとおり、会社は、前連結会計年度において、営

業損失71,174千円、経常損失48,897千円、当期純損失602,815千円を計上しており、当中間連結会計期間におい

ても営業損失119,004千円、経常損失114,496千円、中間純損失258,883千円を計上しており、継続企業の前提に

関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。中間連結財務

諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を中間連結財務諸表には反映し

ていない。 

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

(注)　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。

　

EDINET提出書類

株式会社オープンループ(E05171)

半期報告書

79/81



独立監査人の中間監査報告書

　

平成19年６月27日

株式会社オープンループ

取締役会　御中

ビーエー東京監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　原　　　　　伸　　之　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　若　　槻　　　　　明　　㊞

　
当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて
いる株式会社オープンループの平成18年10月１日から平成19年９月30日までの第10期事業年度の中間会計期
間(平成18年10月１日から平成19年３月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益
計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者に
あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法
人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重
要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心と
した監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として
中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基
準に準拠して、株式会社オープンループの平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間
会計期間(平成18年10月１日から平成19年３月31日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているもの
と認める。
　
追記情報
１．継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載のとおり、会社は、当中間会計期間におい
て重要な中間純損失を計上しており、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対
する経営計画等は当該注記に記載されている。中間財務諸表は継続企業を前提として作成されており、こ
のような重要な疑義の影響を中間財務諸表には反映していない。
２．追加情報に記載のとおり、会社の株式は、平成18年10月１日より㈱大阪証券取引所において監理ポスト
に割当てられており、同取引所の適合審査が継続中である。上場審査基準に準じた基準に適合しない場
合、整理ポストに割当てられ、上場廃止となるおそれがある。 
　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

(注)　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成20年６月25日

株式会社オープンループ

取締役会　御中

ビーエー東京監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　原　　　　　伸　　之　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　若　　槻　　　　　明　　㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲
げられている株式会社オープンループの平成19年10月１日から平成20年9月30日までの第11期事業年度の中
間会計期間(平成19年10月1日から平成20年3月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中
間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経
営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法
人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重
要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心と
した監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として
中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基
準に準拠して、株式会社オープンループの平成20年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会
計期間(平成19年10月１日から平成20年3月31日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと
認める。 
 
追記情報 
　継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載のとおり、会社は、前事業年度において、当期純
損失383,667千円を計上し、当中間会計期間においても中間純損失54,104千円を計上しており、継続企業の前
提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。中間財務
諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を中間財務諸表には反映してい
ない。 
 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

(注)　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。
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